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1.序論 
1.1 研究背景と目的 
近年，都道府県立図書館(以下「県立図書館」とする)は，東京都立図書館の再編や神奈川
県立図書館の分館廃止及び閲覧・貸出サービスの廃止案の浮上など，その役割の見直しが
行われている。 
県立図書館の役割は，日本図書館協会や文部科学省の刊行した報告書の中で明確にされ
てきた。まず 1963 年に日本図書館協会が発行した『中小都市における公共図書館の運営』
１(以下「中小レポート」とする)の「6 図書館設置と相互協力」の項で触れられている。「中
小レポート」では，相互貸借や図書館の設置等について言及されており，また「都道府県
立や国立の図書館は，中小図書館を通じてのみ，真に全県民に，全国民に公共図書館サー
ビスをしていると言いうるのである」と述べられている。続いて 1987 年に日本図書館協会
が発表した「公立図書館の任務と目標」２において「第 3 章 都道府県立図書館」と項目が
設けられ，その役割と機能が示された。本書では，「県立図書館は市町村立図書館への援助
を第一義的な機能と受けとめるべきである」と規定されている。このように県立図書館の
役割の中でも市町村立図書館に対する支援は，県立図書館のサービス対象である全県民へ
のサービスを可能にするために，特に重要な役割とされてきた。そして 2001 年に大臣告示
された『公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準』(以下「望ましい基準」とする)３に
よって県立図書館の役割や運営指針等の基準が示され，県立図書館の運営の基本として，
最初に市町村立図書館の支援が挙げられている。 
近年の県立図書館の役割に関する研究者の指摘では，代表的なものとして新(2006) ４と
渡邉(2006)５が挙げられる。新は，従来の相互貸借や協力レファレンス等の市町村立図書館
への支援とは別に，図書館サービスへの提言や職員の研修を含む市町村立図書館の発展へ
の支援の重要性を挙げている。渡邉(2006)は，蔵書数や資料費の格差の縮小や東京都立図書
館の再編問題などから，市町村立図書館に対する支援の重要性の低下を指摘し，「県立図書
館の運営モデルにはさまざまなバリエーションがあり得る」と述べている。これは，県立
図書館はその置かれた状況によって市町村立図書館への支援を柔軟に実施していく必要が
あることを示唆したものである。また県立図書館側からの報告では，国松(2009)６が県立図
書館の実践報告の中で市町村立図書館支援における資料保存センター機能の重要性を主張
している。他にも近年の複数の県立図書館の報告書７では，引き続き市町村立図書館への支
援を重視する方向が打ち出されている。近年，このような主張や議論が起きている市町村
立図書館への支援は，都道府県立図書館の果たすべき役割の中でも，現在そのあり方が最
も社会的に問われている点であるといえる。 
一方で， 2000 年代以降から地方財政の悪化等による行政の効率化の要望が高まり，県立
図書館の役割・サービスの見直しが行われている。その主題となる役割は市町村立図書館
への支援が多く出てきている。こうした県立図書館の役割の捉え方とサービスは，その時々
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の県内の市町村立図書館の発展状況などの影響を受けているものであると考えられる。し
たがって，これまでの県立図書館の市町村立図書館への支援の経緯を歴史的に整理し分析
して，県立図書館の役割とサービスの変遷とそれに影響を与えた要因，また時代の変化に
左右されない役割やサービスを明らかにすることは，県立図書館の市町村立図書館への支
援の在り方を考える上で有意な示唆を与えるものと考える。しかし近年の県立図書館の役
割やサービスに関する調査・研究では，県立図書館の市町村立図書館への支援を歴史的調
査した研究は少ない。 
そこで本研究では，県立図書館の役割の捉え方とサービスを歴史的に調査し，その変革
に影響を与えた要因と時代の変化に左右されない役割やサービスを明らかにし，今後の市
町村立図書館への支援の方向性を考察することを目的とする。 
 
1.2 参考文献・先行研究 
(1)新出. 県立図書館の「第一義的機能」. 現代の図書館. 2006, vol.44, no.4, p.202-213. 
 新(2006)は薬袋(1984)の研究以降も，県立図書館の基準や運営方針について十分な議論が
されなかったことを指摘し，県立図書館論における議論の軸を提示するとともに，県立図
書館の機能とあり方について考察を行っている。新は県立図書館論における議論の軸とし
て「直接サービス(第一線図書館機能)－間接サービス(第二線図書館機能)」と「機能分担論
－全面的サービス論」を示した。そして都立図書館の再編が「全面的サービス論・間接サ
ービスよりから，機能分担論・直接サービスよりにシフトした」としている。また県立図
書館の直接サービスについて，サービスエリアの限界と市町村率図書館の発展による資料
数などの相対的優位性の限界を指摘し，県立図書館が高度な直接サービスにその存在意義
を託すことが困難であることを主張した。そしてその代わりとなる県立図書館の役割とし
て，(1)県立図書館固有の直接サービス，(2)市町村立図書館を通しての県民に対する間接サ
ービス(①網羅的な資料収集，②協力レファレンス体制の整備，③協力車の十分な運行，④
デポジットライブラリー機能)，(3)市町村立図書館の発展への支援(①図書館サービスへの提
言，新館建設の計画等，②継続的な職員研修，③先進的なサービスを行うことでのアドヴ
ォカシー(提唱)，④ネットワーク構築)の 3 つのベクトルを示した。そして県立図書館につ
いて，間接サービスを中心にシフトしながら，市町村立図書館への支援機能の拡充を図っ
ていくべきであると主張している。 
しかし，本稿は市町村立図書館との関わりについて，県立図書館と市町村立図書館との
予算や蔵書数の差の変遷しか述べていない。また具体的な支援策は示されているが，その
妥当性やあり方については議論されていない。 
 
(2)薬袋秀樹. 戦後県立図書館論の系譜(Ⅰ)1945-1969. 図書館評論. 1984, vol.25, p.59-68. 
  薬袋秀樹. 戦後県立図書館論の系譜(Ⅱ)1977-1984. 図書館評論. 1984, vol.26, p.16-31. 
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 序論において薬袋(1984)は県立図書館に関する体系的な研究がほとんどないことを指摘
し，今後そのような研究が行われていくための前段階として，それまでの県立図書館に関
する分析や論議を整理している。その際に，時代区分を「市立図書館の代行・モデルとし
ての県立図書館(1945-1962)」(後に「創生期」となる)「県立図書館論の模索期(1963-1969)」
「＜協力・援助型＞県立図書館論の萌芽期(1970-1976)」「＜協力・援助型＞県立図書館論の
形成期(1977-1984)」と区分し，それぞれの時代における県立図書館論の動向をまとめてい
る。しかし本稿では，県立図書館の役割についての議論が活発になっている 1990 年代から
現在までの県立図書館論が含まれていない。また「望ましい基準」の公示が遅くなったこ
とで，各県立図書館が独自の運用を進めてきたため，現在は『図書館雑誌』の県立図書館
特集を見てもわかるように多種多様な事例が出てきている。そのため県立図書館全体では
なく，個々の県立図書館の事例をより詳細に見ていく必要があると考える。 
 
本研究では，これらの先行研究を踏まえ，県立図書館が行ってきた市町村立図書館への
支援について検討を行う。そのための歴史的な観点として薬袋(1984)の研究に依拠し，それ
以降の県立図書館のあり方に関する議論を加えて，これまでの県立図書館の役割論を整理
し考察する。また県立図書館のサービス，またそれに関する議論の分析のための枠組みと
して，新(2006)の研究を参考にして，県立図書館の役割を類型化して，そのあり方について
考察する。 
 
1.3 研究方法 
 これまでの県立図書館のあり方に関する研究では，県立図書館の存立基盤である県内事
情が十分考慮されなかった。本研究では，県立図書館の事情等を深く掘り下げ，図書館の
サービスと関連付けて論じるために，特定の県立図書館に絞って調査を行う。調査方法と
しては，文献調査を行う。 
文献調査では，以下の 2 種類の文献を対象に調査を行う。 
a. 県立図書館の役割に関する法の解釈，基準，答申，調査・研究を基に，県立図書館
の役割についてまとめる。 
b. 年報，報告書，広報誌などの県立図書館の活動に関する資料を対象として，図書館  
 法が施行されて県立図書館が誕生した 1950 年から現在(2013 年度)までの，新潟県内 
の公共図書館の発展の歴史と，県立図書館が行ってきた市町村立図書館への支援事
業についてまとめる。 
調査対象館としては，新潟県立図書館を選定する。新潟県立図書館は，近年その活動が
盛んであり８９，また過去には県内図書館と共同しての雑誌保存など特色のある市町村立図
書館支援を行っている。新潟県は星野(2011)１０によると蔵書冊数 5 万冊以下の小規模な公
立図書館が多いとされている。これらの小規模図書館は自治体規模やそれに伴う予算等の
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要因もあり，自ら図書館サービスを発展させることは難しいという課題を抱えている。ま
た相互貸借を有効活用するためには，借受館の職員のレファレンスサービスの能力も重要
となってくる。そのため新潟県立図書館はこれらの小規模図書館に対して，相互貸借等の
間接サービスだけではなく，図書館の発展への支援も積極的に行う必要性がある。これら
のことから，新潟県立図書館は，日本の県立図書館に共通する課題を抱える一つの典型的
な事例として捉えることができると考える。 
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2.県立図書館の市町村支援の役割 
 本章では，県立図書館の市町村支援の役割について,その機能と変遷という 2 つの側面か
ら, 政府及び日本図書館協会の指針や既存の研究論文及び実践報告などの文献を基に検討
し, 分析のための視点を設定する。 
 
2.1 県立図書館の市町村支援の指針 
本節では，県立図書館の市町村支援機能に大きな影響を与える思われる指針について，
前田(2009)１１らの主張を基に批判的に検討し, その意義と役割の内容の変遷を考察する。 
 
2.1.1『中小都市における公共図書館の運営』１２における県立図書館の役割 
1950 年に図書館法が公布され，中央図書館制度が廃止されたが，同法の中では県立図書
館の役割には触れられておらず，また「都道府県立図書館」と「市町村立図書館」は区別
されていなかった。1963 年には，日本図書館協会より，中小公共図書館の運営の指針とし
て『中小都市における公共図書館の運営』(以下「中小レポート」という)が発行された。同
書で主に述べられているのは中小公共図書館の在り方だが，県立図書館を含む大規模図書
館についても以下のように述べられている。 
「都道府県立や国立の図書館は，中小図書館を通じてのみ，真に全県民に，全国民に
公共図書館サービスをしていると言いうるのである。府県立以上の大図書館が，一日
も速やかに所在都市対象の館内閲覧中心主義を脱皮すること，また，図書館奉仕にお
いても，中小図書館をたすけ，それを育てる方向にそのサービス形態を再編成するこ
とを希ってやまない」１３ 
当時の県立図書館は，所在都市の市町村立図書館の代替機能に従事し，本来の県立図書
館としての機能を十分に果たしていなかった。同書ではそのような状況を批判し，市町村
立図書館を通じたサービスの提供の重要性を主張している。また「6 図書館設置と相互協
力」の項１４では，県立図書館の機能として①相互貸借(配本による大量貸出を含む)，②協力
レファレンス，③ブックモビルの運行，④職員研修について触れられている。①，②につ
いては県立図書館として当然の義務であり，速やかに市町村立図書館の要望に応える必要
性を指摘している。また③についてはブックモビルによる図書館未設置自治体住民へのサ
ービスがその自治体に図書館を作るための基礎を作ると主張されている。一方で，④では
県立図書館の職員が県内職員向け研修会で講師役を務めることなどに対して批判している。
前田(2009)は中小レポートで示された県立図書館のあり方について，図書館法第18条(当時)
に規定された「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」を早急に公示して県立図書
館の役割と機能を明確にしてほしいという願望が託されていると述べている１５。 
同書で打ち出された県立図書館を含む大規模図書館の中小公共図書館への支援の重視は，
その後の指針でも継承されており，県立図書館の主たる任務を市町村支援とする見方(以下，
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「市町村支援論」という)の基礎を築いたと言える。また渡邉(2006)１６も, 同書の普及によ
って「中小公共図書館こそ公共図書館の全てである」というテーゼが公立図書館関係者に
広まったことを示唆している。 
 
2.1.2「公立図書館の任務と目標」１７における県立図書館の役割 
1987 年に「公立図書館の任務と目標」(以下「任務と目標」という)が『図書館雑誌』で
公表された。同文書では「中小レポート」ではあまり触れられなかった県立図書館の役割
について，「第 3 章 都道府県立図書館」で記述している。同章の冒頭「1 役割と機能」
では以下のように述べられている。 
「都道府県立図書館(以下「県立図書館」という)は，市町村立図書館と同様に住民に
直接サービスするとともに，市町村立図書館の求めに応じてそのサービスを支援する。 
大多数の住民にとって，身近にあって利用しやすいのは市町村立図書館である。し
たがって県立図書館は市町村立図書館への援助を第一義的な機能と受けとめるべきで
ある。」１８ 
上記の文章は，これまでの県立図書館の市町村立図書館への援助が不十分であったこと
を示しており，市町村立図書館への援助を県立図書館のもっとも大事な役割としてはっき
りと規定した。市町村立図書館への援助の具体的内容については，同章内「2 市町村立図
書館への援助」で触れられている１９。同項では，①相互貸借や②協力レファレンス，③保
存機能などの利用者への間接サービスだけでなく，④新たにできた図書館への大量一括貸
出や⑤県の刊行物の市町村立図書館への配布，⑥職員研修の場の提供などの市町村立図書
館の発展への支援などについても述べられている。また同章内「4 相互協力」の項では，
市町村立図書館に充実した援助ができるように，近隣の県立図書館，及び各種図書館・類
縁機関と常に連絡を保ち，協力する態勢をつくる必要性についても述べられている。 
「中小レポート」は市町村立図書館のあり方や指針を示しており，県立図書館の役割は
それに付随する形で述べられていた。一方，同書では県立図書館について 1 章が割かれて
おり，県立図書館の役割について市町村立図書館への援助を「第一義的な機能」と明確に
規定して，さらに具体的な指針を示している。しかし山代(1990)２０は地方自治法上の都道
府県と市町村の機能の違いより, 「任務と目標」(第 2 次案)に対して「『援助が第一義的』
というのは制度を外れたものであり, 賛成できない」と反論している。また丸地(2006)２１は
市町村立図書館への支援を県立図書館の第一義的機能と認めつつも, 高知県立図書館を含
む高知県内の図書館事情から, 従来の協力車などを使った協力貸出の難しさと図書館未設
置自治体への支援の必要性を指摘している。 
 
2.1.3『県立図書館の役割と実践』２２における県立図書館の役割 
1994 年に『県立図書館の役割と実践』が文部科学省から出版された。同書は，県立図書
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館のサービスの向上・振興に資することと，県立図書館に対する図書館関係者及び住民へ
の理解の増進を目的として，各地の県立図書館における先進的な実践事例等を紹介してい
る。同書では「県立図書館は，市町村立図書館への支援を通してのみ，設置の趣旨に適う
サービスを提供することができるのである」と述べた上で，県立図書館の役割として「市
町村立図書館への支援」，すべての県民の資料や情報に対するニーズにこたえる「直接サー
ビス」，図書館未設置市町村の解消等を含めた「図書館間の連絡調整と県下全体の図書館の
振興」の 3 点を挙げている２３。そして市町村立図書館への支援の具体的な取組として, ①
相互貸借, ②協力レファレンス, ③資料の保存センター機能, ④職員研修, ⑤図書館未設置
市町村等への専門的助言の 5 点を挙げている。 
 
2.1.4「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」２４における県立図書館の役割 
2001 年に「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」(以下「望ましい基準」とする)
が文部科学大臣から告示された。「望ましい基準」では，県立図書館の運営の基本として以
下の 4 項目を規定している。 
(1)都道府県立図書館は，住民の需要を広域的かつ総合的に把握して資料及び情報を 
収集，整理，保存及び提供する立場から，市町村立図書館に対する援助に努めると
ともに，都道府県内の図書館間の連絡調整等の推進に努めるものとする。 
(2)都道府県立図書館は，図書館を設置していない市町村の求めに応じて，図書館の設置
に関し必要な援助を行うよう努めるものとする。 
  (3)都道府県立図書館は，住民の直接的利用に対応する体制も整備するものとする。 
  (4)都道府県立図書館は，図書館以外の社会教育施設や学校等とも連携しながら，広 
域的な観点に立って住民の学習活動を支援する機能の充実に努めるものとする。 
また市町村立図書館への支援の具体的内容として，①相互貸借，②協力レファレンス，③
保存機能，④運営に関する助言，⑤職員研修を示している２５。新(2010)２６は「2001 年に大
臣告示された「望ましい基準」において，県立図書館の運営指針はようやくオーソライズ
されたということができる」と述べている。また 2012 年に「望ましい基準」は改正され，
県立図書館の項目では図書館支援の対象が「市町村立図書館」から「当該都道府県内の図
書館」と拡大した。また支援の具体的内容として「郷土資料及び行政資料の電子化」が追
加されている２７。 
同書は，中小レポートが出された頃より図書館関係者から公示が望まれていたものであ
るが，その公示は中小レポートが出されてからおよそ 50 年も経ってからであった。前田
(2009)２８は県立図書館間の相互貸借などのサービス格差の原因として，「望ましい基準」の
公示が遅れたことによって運営の指針を持たないまま各県立図書館が独自の運用を行った
ことを挙げている。 
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2.1.5『これからの図書館像』２９における県立図書館の役割 
2006 年に『これからの図書館像』がこれからの図書館の在り方検討協力者会議によって
まとめられ，文部科学省から出された。同書は「望ましい基準」施行後の社会や制度の変
化，新たな課題等に対応して，これからの図書館運営に必要な新たな視点や方策等につい
て提言を行うことを目的として作成された。 
県立図書館の役割については，同書内「都道府県の役割」の項目で以下のように述べら
れている。 
都道府県立図書館は，調査・研究機能を活用して，市町村立図書館や地域の大学と連
携協力し，図書館の新しいサービスやサービスの評価方法の調査・研究開発に努める
ことが求められる。また，市町村立図書館への支援や，公立図書館間や館種の異なる
図書館間での連携の中心となること，域内の図書館職員への研修プログラムの開発・
実施等に努めることが求められる３０。 
同書で県立図書館の役割について述べられているのは上記の部分だけであるが，それまで
の指針には無い都道府県立図書館による新しい図書館サービスなどの調査・研究開発機能
を提示した。 
 
これまでの文献の考察から，各指針の意義については，次のようにまとめることができ
る。「中小レポート」で初めて述べられた「市立図書館が図書館の中心である」「県立図書
館は市町村立図書館を通じて県民に奉仕ができる」というテーゼを根底に，「任務と目標」
で県立図書館にとって市町村立図書館への支援が「第一義的機能」として位置付けられた。
そして市町村立図書館への支援は，「望ましい基準」で県立図書館の運営の基本として最初
の 2 つに挙げられることで，公的に正当化された。 
しかし「望ましい基準」などの指針で示された県立図書館の役割に対して, 一部図書館関
係者が苦言を呈している。また「望ましい基準」等で示された県立図書館の役割が, 近年県
立図書館のサービス実績と逸脱してきていると考える。こうした原因について上記の意見
をまとめると, 「望ましい基準」の告示の遅れによって各県立図書館が独自の運用を続けて
きたこと, また実際に各都道府県で図書館事情の差異が大きいことの 2 点が考えられる。つ
まり画一的な指針等ではなく，各都道府県でこれからの県立図書館の役割を考える必要が
あると考える。その際には,これまで各県立図書館が行ってきた市町村支援の変遷と県内図
書館事情の 2 点を考慮し, 各都道府県で議論する必要あると考える。 
また指針内で述べられた県立図書館の市町村支援の機能の変遷については，次のように
まとめることができる。市町村支援の機能のうち，相互貸借・協力レファレンス等の間接
サービスと職員研修は一貫して挙げられている。また市町村立図書館に対してだけではな
く，未設置自治体に対しても市町村立図書館を設置するための助言や住民の読書意欲など
の土壌づくりも挙げられている。2000 年代以降の指針では，新たなサービスの研究開発や
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運営に関する助言など，市町村立図書館の発展の支援も多く含まれてくる。さらに技術の
進歩によって郷土資料及び行政資料の電子化などの新たな役割も生まれてきている。郷土
資料及び行政資料の電子化は，利用者への直接サービスにも，県内図書館のレファレンス
サービス等への支援にもなると考える。一方で，ブックモビルによる図書館設置の土壌づ
くりや大量一括貸出などのように指針に見られなくなる市町村支援機能もある。つまりこ
のように県立図書館に関する指針では，市町村支援機能について相互貸借等を一貫して基
本的な機能として位置付けつつも，その他の機能を加減しつつ変化してきたと言える。 
 
2.2 県立図書館の市町村支援機能の枠組み 
本節では, 新研究(2006)３１で示された市町村支援機能の枠組みを基に, 前節で述べた県
立図書館の市町村支援機能を再検討し, 県立図書館における事例分析のためのサービスの
枠組みを設定する。 
新は県立図書館の市町村支援機能を,「間接サービス」と「発展への支援」の 2 つのベク
トルに分けている。そして新はこの 2 つのベクトルに具体的な市町村支援機能を以下のよ
うに振り分けている。 
 間接サービス 
  ・協力貸出 
    ・協力レファレンス 
  ・デポジット(保存機能) 
 発展への支援 
  ・コンサルティング 
   ・プランニング 
   ・継続教育(研修機能) 
   ・ネットワーク構築 
   ・アドヴォカシー(モデル的機能) 
しかし, 前節にもあったように県立図書館の市町村支援機能は時代によって変化してい
る。また, 新が「発展への支援」で示した市町村支援機能は米国の州立図書館の役割を基に
しており, 若干抽象的な部分があると考える。そのため県立図書館の市町村支援を歴史的に
検討していくためには, 上記の枠組みでは不十分であると考える。そこで前節で述べた政府
及び日本図書館協会の指針で示された県立図書館の市町村支援機能を, 新の示したベクト
ルにあてはめて, 本研究で使用する県立図書館における事例分析のためのサービスの枠組
みを以下のように設定した。 
 間接サービス 
  ・協力貸出(質的補完) 
  ・大量一括貸出(量的補完) 
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  ・協力レファレンス 
  ・デポジット(保存機能) 
 発展への支援 
・市町村立図書館への助言・情報提供 
   ・図書館サービスの調査・研究・モデル的機能 
    ・職員研修機能 
・ネットワーク構築 
・郷土資料及び行政資料の電子化 
   ・図書館未設置自治体を対象とした直接サービス 
本研究では, 上記の新たに設定したサービスの枠組みを用いて, 後述の時代区分ごとに
各サービスの内容の変遷とその意義を考察する。 
 
2.3 薬袋研究における県立図書館の市町村支援機能の変遷 
本節では, 市町村支援機能の変遷と各時代の特徴について 1990 年代以前は薬袋研究
(1983-1985)３２を中心にまとめ, 本研究で時代区分の枠組みを設定する。 
 
2.3.1「市立図書館の代行・モデルとしての県立図書館」期(「創世期」)(1945-1962) 
薬袋は今時代の特徴として, 当時まだ数少なかった市立図書館の代行・モデル的図書館と
しての役割が求められたことを挙げている。またこの時期の県立図書館論では，郷土史の
研究など，少数の専門家に対するサービスを重視する考え方も出ている。一方で薬袋は「戦
後県立図書館論の系譜」(Ⅲ)で, 今時期の県立図書館論について，神奈川県立図書館建設時
の市町村立図書館への補助金と, 富山県立図書館の町村立図書館の発展を視野に入れた町
村立図書館内への分館設置の事例を挙げて, 現在の県立図書館の市町村支援の原型が造ら
れたとして，改めて「創世期」と名付けている３３。 
今時代で薬袋が挙げた資料以外の県立図書館論に関する資料としては, いせり(1962)３４
と蒲池(1962)３５が挙げられる。いせりは県内の公共図書館の発展が進んでいない点と公共
図書館利用者の大半が学生層である点を指摘し, 館外サービスを通じてのフィールドワー
クの重要性を指摘している。またいせりは館外サービスの対象として, 大学等の教育機関や
地方の官公庁, 地域の趣味グループ等の団体・グループを挙げている。 
徳島県立図書館長(当時)の蒲池は, 館内サービスの利用者の 8 割が学生や児童であること
を指摘し, 県立図書館の機能として一般地域住民の知的欲求に応えるための館外サービス
を挙げている。また蒲池は県立図書館が館外サービスに重点を置くために, 県立図書館所在
地の市立図書館の充実を求めており, 市立図書館の充実に合わせて, 館内サービスも参考
書を揃えて参考調査図書館としての機能を充実させていくべきであると主張している。そ
して最後に蒲池は, 将来的な構想として統一の規格で図書の整理を行った上での県立図書
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館を中心とした県内の相互貸借体制について述べている。 
これらの点から, 「市立図書館の代行・モデルとしての県立図書館」(「創世記」)期にお
ける市立図書館の代行としての館外サービスの背景として, 市立図書館等の少なさや施設
の貧弱さだけではなく, 一般利用者の読書意欲の低さも加えられると考える。また今時代が
協力・援助型の県立図書館の「創世記」と位置付けられる点として, 補助金や分館設置によ
る市町村立図書館への支援以外にも, 県内の相互貸借体制の構想が出てきている点が挙げ
られる。 
 
2.3.2「県立図書館論の模索期」(1963-1969) 
薬袋は今時代の特徴として, 『中小レポート』で市立図書館が公共図書館の中心として位
置付けられたことによって, 新しい県立図書館論が議論され, 市立図書館の発展を背景と
してそれが明確化されていったことを挙げている。 
まず「中小レポート」刊行後，1963-1964 年にかけて『図書館雑誌』で県立図書館特集
が組まれている。また「中小レポート」に次いで「県立レポート」の作成が計画され, その
ために 1966-1967 年にかけて複数の県立図書館の実態調査が行われた３６。それらの文章で
は, 主に県立図書館が市町村立図書館の代行として行ってきたブックモビルを使った直接
サービスが, 市町村立図書館の発展につながらなかったこと等を理由に批判を受けている。
そして 1969 年に行われた座談会「県立図書館は何をすべきか」では, 協力貸出や保存機能, 
図書館学関係資料の収集等が県立図書館の機能として挙げられた３７。これらは現在の市町
村立図書館への支援機能としても挙げられるものであり, 今時代に確立し始めたことが伺
える。 
今時代で薬袋が挙げた資料以外の県立図書館論に関する資料としては, 石塚３８と馬場３９
が挙げられる。石塚はこれまで図書館奉仕網の組織化が叫ばれ続けてきたにも関わらず, 市
町村立図書館の発展が進まず, ほとんど手をつけられなかったことを指摘している。そして
図書館奉仕網を形成するために, 当時市町村立図書館よりも設置数, 蔵書数が充実してい
た公民館に着目している。石塚は県立図書館と公民館等との協力体制について, いくつかの
事例を挙げているが, 長野県や鹿児島県の事例では市町村立図書館又は公民館への大量貸
出を通じての各分館やグループへの配本体制が挙げられている。これはこれまでの県立図
書館の分館を市町村立図書館内に配置する形よりも, 現在の間接サービスに近いと考える。
また茨城県の事例では県と複数の町村で合同の公民館間巡回文庫を管理させたり, 鳥取県
の事例では近い将来図書館施設の設置を確約した市町村にのみブックモビルによる巡回サ
ービスを行ったりするなど, 市町村立図書館又は公民館の発展を意識した協力体制づくり
が見られる。一方で馬場の報告では新たに改修した佐賀県立図書館が, 自治体規模の小さい
佐賀市では県立図書館と市立図書館の併存が難しいために, 妥協的に市立図書館の役割を
兼ねている実情が述べられている。 
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これらの点から, 「県立図書館論の模索期」期は, 1969 年の座談会以前から各地域で県立
図書館と市町村立図書館, 公民館図書室による図書館奉仕網の形成の実践が行われている。
複数の実践では市町立図書館, 公民館図書室の発展を意識しているものも見られるが, 県
内の図書館奉仕網の形成がその目的である点が現在の市町村立図書館への支援とは異なる。
一方で, 馬場の報告のように未だに設置自治体の市立図書館の代行でなければならない県
立図書館の事例もあり, 「市立図書館の代行・モデルとしての県立図書館」期から抜け出せ
ていない部分もあるように考えられる。 
 
2.3.3「＜協力・援助型＞県立図書館論の萌芽期」(1970-1976) 
薬袋は今時代の特徴として, 県立図書館のあるべき姿がほぼ明確となり, 実際に「図書館
の図書館」としての実践が開始されたことを挙げている。薬袋は今時代の県立図書館論か
ら, 久保(1973)ら４０の文章を挙げている。久保は県立図書館の機能として, 以下のような構
成でまとめている。 
(ⅰ)市町村立図書館への資料補完の機能 
 ａ．協力貸出(質的補完) 
  ｂ．大量貸出(量的補完) 
     ①既成図書館への協力 
     ②公民館図書室等への協力 
   ｃ．直接サービス 
     ①図書館空白地帯への直接サービス 
     ②直接利用者への直接サービス 
(ⅱ)参考調査の機能 
(ⅲ)資料保存の機能 
(ⅳ)連絡調整の機能 
(Ⅴ)2 次資料等作成の機能 
薬袋は久保の文章について, ①市町村立図書館への援助で自立を促している点, ②市町村
立図書館の発展に合わせて県立図書館の提供するべき援助の内容が変化する点から, 「県立
図書館の任務がきわめて適切にまとめられている」と評価している。また薬袋は細田
(1972)４１を紹介して, 県立図書館と県図書館協会の協力について, 県立図書館が実務に徹
して，市町村立図書館との協議は県図書館協会を通じて行うことの必要性を述べている。 
実践では, 同時期に東京都立中央図書館，富山県立図書館の新館が「図書館の図書館」と
して開館し，それと前後して協力車の運行が開始された。しかしまだこの時期の市町村立
図書館は発展途中で，県立図書館に対する要求が明らかになっておらず，協力車の運行も
埼玉県立浦和図書館等を除いてすぐには広まらなかった。 
今時代で薬袋が挙げた資料以外の県立図書館論に関する資料としては,古本(1973)４２が挙
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げられる。古本は広島県立図書館の事例を基に, 同館の課題として資料費の不足を挙げてい
る。一方で古本は「資料充実には, 全力をあげて行っても一館のみの資料だけではサービス
の限界があるに違いない」と述べ, 県内図書館網の確立とそのために必要な市町村立図書館
の設置の必要性を主張している。そして公民館図書室を通じた間接サービスへの移行の必
要性を述べながらも, 図書館設置の気運を増やすためにブックモビルによる未設置自治体
住民への直接サービスの重要性を主張している。 
これらの点から, 「＜協力・援助型＞県立図書館論の萌芽期」では「図書館の図書館」と
しての実践を始める自治体があり, 直接サービスから間接サービスへの移行が進められた。
一方で, 「県立図書館論の模索期」で批判されたブックモビルによる直接サービスが依然と
して行われており, 「全県的直接サービス型県立図書館論と＜協力・援助型＞県立図書館論
の混合期」と表現できると考える。 
 
2.3.4「＜協力・援助型＞県立図書館論の形成期」(1977-) 
薬袋は今時代の特徴として, 協力・援助事業のシンボルとされる協力車の運行が広まり, 
具体的なサービス内容について議論され, ＜協力・援助型＞の県立図書館像が定着し始めた
ことを挙げている。この時期になると，県立図書館による市町村立図書館への支援は増大
し，先進県での事例等により新たな理論も導き出されてきている。 
 協力貸出については，富原(1981)４３が協力車の運行によって市町村立図書館側で資料提
供の持つ役割について認識が深まり，それが県立図書館へのサービスの充実への要求が出
てくることを主張している。一方で，専門書ではなく市町村立図書館で日常的に利用が多
い一般書等のリクエスト要求が増加してきた。したがって県立図書館の蔵書構成における
一般書の比重の増加や，市町村立図書館同士での相互貸借の仲介などが求められるように
なってきた。富山県立図書館では県内相互貸借の 4 分の 1 を市町村立図書館同士によるも
のが占めており，薬袋はその原因として県立図書館にあるカード形式の総合目録の存在を
挙げている。また都立立川図書館のように，これまで積極的に貸し出してこなかった雑誌
の協力貸出に取り組む事例も出てきている。 
またこの頃になると，「萌芽期」に批判された県立図書館の分館が一部の広大な県域と多
くの人口規模を有する県で必要であるという考えが生まれてきており，それらのあり方と
して薬袋は以下の 3 つを示している。 
① 県立中央図書館と同じ資料を所蔵し，同じサービスを提供する「地域分担論」 
② 県立中央図書館と同じ資料を所蔵するが，同館では行っていないサービス(雑誌の貸
出等)を行う「機能分担論」 
③ 県立中央図書館では所蔵していない独自コレクションなどを収集し，同館と同じサー
ビスを提供する「資料(収集)分担論」 
また薬袋はそれらの分館が設置される要因として①県域の面積と人口，②県立中央図書館
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の規模と充実度，③県域各ブロックの主要市立図書館の力量と協力関係を挙げている。 
以上より，この頃は県立図書館の市町村立図書館への支援や，また県立図書館のあり方
自体が多様化してきていると言える。 
   
2.4 薬袋研究以降の県立図書館論における市町村支援機能の変遷 
薬袋研究では, 1980 年代までの県立図書館論についてまとめられており, 本研究では
1990 年代から現代までの県立図書館論の時代区分を新たに設ける必要がある。したがって
本節では，1990 年代以降の県立図書館論について, 以下の各図書館関係雑誌の特集を基に
まとめ, 1990 年代以降の県立図書館の市町村支援サービスの事例分析のために必要な時代
区分の枠組を設定する。 
雑誌名：『図書館雑誌』 
 特集名：「県立図書館の役割を考える」(1997) 
「県立図書館新時代を展望する」(2001) 
 「都道府県立図書館のこれから」(2009) 
       「都道府県立図書館のこれから 2」(2010) 
          「打って出る県立図書館」(2012) 
『みんなの図書館』 
「県立図書館はいずこへ」(1989) 
「47 通りの県立図書館を！」(1992) 
「県立という名の図書館」(1995) 
「県立図書館は, 今」(1996) 
「進化する県立図書館」(2001) 
「都道府県立図書館と市町村立図書館支援・協力協働のいま」(2007) 
「県立図書館は, いま」(2011) 
「岐路に立つ県立図書館」(2013) 
     『現代の図書館』 
       「地方自治制度の変貌と都道府県立図書館」 
 
2.4.1『みんなの図書館』内の県立図書館関係特集 
『みんなの図書館』141 号の特集「県立図書館はいずこへ」(1989)４４では, 長谷川・山家
(1989)４５が薬袋の提唱した「協力・援助型県立図書館論」の「援助」という言葉が県立図
書館＝上位, 市町村立図書館＝下位という語感を生じさせることを危惧している。長谷川と
山家は, それによって市町村立図書館の振興という基礎を欠いた「調整機能」の発揮に熱心
な県立図書館が出現の余地を与えると指摘しており, 「協力・援助」ではなく「協力・共同」
と表現したいと述べている。 
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『みんなの図書館』181 号の特集「47 通りの県立図書館を！」(1992)４６の冒頭では, 県
内図書館や交通網など図書館サービスに影響を与える県内の事情にあった県立図書館の必
要性を指摘している４７。また県立図書館の任務を市町村立図書館へのサービスとしており, 
「交際化」「情報化」を出発点とした県立図書館の新たな計画については, 市町村立図書館
への支援という視点が無いことを指摘している。同特集内の松岡(1992)４８も, 県立図書館が
情報化社会に対応するために市町村立図書館との機能分担と称して, 高度な専門書を中心
に購入したり, 公民館への一般書の一括貸出を廃止したりすることを批判している。 
『みんなの図書館』214 号の特集「県立という名の図書館」(1995)４９では, 山本(1995)５０
が自治体内での公立図書館格差を背景に, 県に対して図書館振興策を策定するよう県立図
書館が働きかける必要性を主張している。 
『みんなの図書館』232 号の特集「県立図書館は, 今」(1996)５１では, 松岡(1996)５２が
1986 年からの 10 年間を県立図書館の改築, 新築, 増築の多さから「県立図書館の時代」と
表現している。しかし一方で資料費や職員数の据え置きないし減少により県立図書館のサ
ービス基盤の不安定さを指摘しており, 「協力貸出」を中心とする市町村立図書館への支援
に軸足を置くことによってこれらの基盤を作っていくことを提案している。 
『みんなの図書館』285 号の特集「進化する県立図書館」(2001)５３では, 高浪(2001)５４が
冒頭の中で県立図書館が第 2 線図書館であるため住民の支持を得られにくいことを指摘し
ている。また棚橋(2001)５５が, 四国にある県立図書館のうち, 徳島県立図書館とそれ以外の
3 館との資料費・協力貸出冊数の格差について, 市町村立図書館への援助, 協力が県立図書
館の基本的な役割であるという認識の必要性を述べている。そして棚橋は「中小レポート
と『市民の図書館』の発表以来, 迂遠のようであっても市町村の図書館を充実, 発展させる
道を通じてのみ, すべての県民が図書館サービスを享受し得る道が開かれることが明らか
となった」と述べている。他にも同特集では, 県内総合目録システムやホームページでのレ
ファレンス受付などの電子サービスを取り入れた活動が多く挙げられていた。 
『みんなの図書館』362 号の特集「都道府県立図書館と市町村立図書館支援・協力協働の
いま」(2007)５６では, 資料費や職員数の削減や業務委託・指定管理者制度などの民間導入な
どの県立図書館を含む図書館全体の現状を背景に, 県立図書館の市町村立図書館支援の事
例を紹介している。谷口(2007)５７の事例では, 市町村立図書館が新たに始める図書館サービ
スに対して県立図書館が資料提供だけではなく, サービスへの助言や関係機関の紹介など
の支援を行っている。また林(2007)５８の事例では, 県域を跨いだ相互貸借体制を紹介してい
る。 
『みんなの図書館』409 号の特集「県立図書館は, いま」(2011)５９では, 高知県の県立図
書館と市立図書館の合築問題を受けて, 高知県立図書館と以前に合築問題が浮上した長崎
県立図書館の事例を紹介している６０６１。 
『みんなの図書館』430 号の特集「岐路に立つ県立図書館」(2013)６２では, 脇谷(2013)６３
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が地方財政の悪化により県立図書館の多くが間接サービスよりも高度な直接サービスに力
を入れていることを指摘している。それに対して脇谷は県立図書館の役割としてネットワ
ークづくりと相互協力を挙げている。 
 
2.4.2『図書館雑誌』内の県立図書館関係特集 
  「県立図書館の役割を考える」(1997)６４では, 前田(1997)６５が県立図書館の役割として
市町村立図書館設置の促進, 新たにできた市町村立図書館への継続的な資料費の補助, 協
力貸出等を挙げている。また林(1997)６６や水上(1997)６７もそれぞれの県立図書館の事例か
ら, 協力車等の市町村立図書館への支援の重要性を主張している。 
「県立図書館新時代を展望する」(2001)６８の冒頭では, 岩見(2001)６９ が「任務と目標」
や『県立図書館の役割と実践』, 「望ましい基準」から, 県立図書館の役割として直接サー
ビスによる大規模参考図書館としての役割と, 「区市町村立図書館への支援」「県内ネット
ワークの中心」などの広域図書館振興という役割の 2 つを示している。その一方で県立図
書館の存在意義の見直し論議の必要性を述べ, 論議を基に県の事情に応じた図書館振興策
の重要性を主張している。 
「都道府県立図書館のこれから」(2009)７０では, 前田(2009)７１が「望ましい基準」や「任
務と目標」等を基にこれからの県立図書館のあり方について, 県立図書館の資料費や図書館
員数の減少傾向の中で市町村支援に機能を集中させていく必要性について述べている。 
「都道府県立図書館のこれから 2」(2010)７２では, 岡本が多くの県立図書館が直接サー
ビスに傾倒していることを指摘し, 佐賀原と大林がそれぞれビジネス支援と課題解決支援
の直接サービスについて事例を紹介している。一方で稲垣が大阪府立図書館への導入され
る市場化テストについて紹介している。 
「打って出る県立図書館」(2012)７３では，県立図書館の資料費や図書館員数の減少し, ま
た県立図書館の活動が「二重行政」と批判されていることを受け, これまでに無い役割を果
たしている県立図書館の活動を紹介している。安藤(2012)７４は従来の市町村支援論や課題
解決型図書館を否定し, 電子図書館づくりの必要性を主張している。また林(2012)７５と千野
(2012)７６がそれぞれ高度な直接サービスを中心とした新たな県立図書館構想を述べている。 
 
2.4.3『現代の図書館』44 巻 4 号の特集「地方自治制度の変貌と都道府県立図書館」 
 2006 年に雑誌『現代の図書館』で組まれた特集「地方自治制度の変貌と都道府県立図書
館」では, 先行研究の新(2006)７７を含め, 県立図書館のこれからについて本格的な議論が為
されている。新以外では, 渡邉(2006)７８と丸地(2006)７９が挙げられる。 
渡邉は，「都道府県立図書館の主たる任務を市町村支援とする見方」(以下，「市町村支援
論」)について, 北道立図書館と東京都立図書館の例より，「市町村支援論は，現代において
は，必ずしもそれが自明であるとはいえない程度にまで妥当性を低下させている，という
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命題を提示することができるように思われる。」と述べており，財政効率化を強く求められ
る社会状況において蔵書面での冗長性を内在する市町村支援に執着することによって県立
図書館の存続が危ぶまれることを懸念している。したがって県立図書館を市町村支援論と
いう定説から解き放ち，そのような市町村図書館との冗長性が内在しにくい調査研究図書
館サービスや行政支援サービスに注力する必要性を指摘している。 
丸地は, 県立図書館の第一義的な機能を市町村立図書館への援助であると認めながらも, 
高知県の財政的な事情や図書館設置率が約半分であることにより, それが難しいことを主
張している。そして高知県立図書館で行っている従来の市町村支援で見られる協力車によ
る巡回とは異なる, 移動図書館による配本と協力貸出のための物流システムの 2 本立ての
物的支援と, 支援する自治体を絞り込んだ人的支援を紹介している。 
 
 各図書館関係雑誌の特集から，薬袋研究以降の県立図書館の市町村支援の時代区分を(1)
「＜協力・援助型＞県立図書館論の定着期」(1990-2005),(2)「＜協力・援助型＞県立図書館
論の見直し期」(2006-)の 2 つに区分する。各時代区分の特徴は以下のような点が挙げられ
る。 
(1) ＜協力・援助型＞県立図書館論の定着期」(1990-2005)は, 1990 年代前後で多く行   
われた県立図書館の新館建設に際して, 各都道府県の現状に応じた市町村立図書  
館支援のあり方を考える必要性が述べられた。しかし一方で職員数や予算の据え
置きや, 県立図書館同士での市町村支援の格差などの陰りも見られる。 
(2)「＜協力・援助型＞県立図書館論の見直し期」(2006-)は, 自治体の財政危機から県
立図書館の市立図書館との合築や廃止案などが浮上するようになり, 市町村支援論
の見直しが行われるようになった。その結果, 住民の理解を得られにくい市町村支
援ではなく直接サービスに力を入れる県立図書館が増えてきている。 
本研究では, 1990 年以降の新潟県立図書館の市町村支援機能について, 以上の時代枠組
みを用いて歴史的に検討を行う。 
 
2.5  まとめ 
本章での検討の結果, 明らかになった県立図書館の分析する視点は, (1)「サービスの枠組
み」と(2)「時代区分の枠組み」である。 
(1)「サービスの枠組み」は, 以下のようになる。 
① 間接サービス 
   ・協力貸出(質的補完) 
   ・大量一括貸出(量的補完) 
   ・協力レファレンス 
   ・デポジット(保存機能) 
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② 発展への支援 
・市町村立図書館への助言・情報提供 
   ・図書館サービスの調査・研究・モデル的機能 
    ・職員研修機能 
・ネットワーク構築 
・郷土資料及び行政資料の電子化 
   ・図書館未設置自治体を対象とした直接サービス 
また(2)「時代区分の枠組み」は, 以下のようになる。 
① 「＜協力・援助型＞県立図書館論の創世期」(1945-1962) 
② 「＜協力・援助型＞県立図書館論の模索期」(1963-1969) 
③ 「＜協力・援助型＞県立図書館論の萌芽期」(1970-1976) 
④ 「＜協力・援助型＞県立図書館論の形成期」(1977-1989) 
⑤ 「＜協力・援助型＞県立図書館論の定着期」(1990-2005) 
⑥ 「＜協力・援助型＞県立図書館論の見直し期」(2006-) 
これらの分析の枠組みは, 県立図書館の市町村支援機能の変遷を明らかにするために, 県
立図書館の活動を時代区分の枠組みで 6つに分け, 各時代でサービスの内容を調査し, その
特徴と課題を明らか変遷に影響を与えた要因を考察する。なお, 時代区分の枠組みにおける
時代区分の期間は, 新潟県立図書館の実際の市町村支援の動きに合わせて多少変動させる
必要があると考える。 
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3 新潟県の公共図書館の発展の歴史 
本章では，新潟県立図書館の市町村支援の事例を分析するために，現在の新潟県内の公
共図書館の現状・課題，市町村立図書館の発展，県立図書館の発展の 3 つの視点から新潟
県内の公共図書館事情の変遷について整理する。参考文献として，新潟県内市町村立図書
館の発展状況を整理するために『新潟県の図書館』[1963 年以前は『新潟県公共図書館概
覧』](新潟県立図書館／編 新潟県立図書館)８０を，新潟県立図書館の発展状況を整理する
ためにさらに『新潟県立図書館年報』(新潟県立図書館／編 新潟県立図書館)８１を用いる。
『新潟県の図書館』と『新潟県立図書館年報』は新潟県立図書館(新潟県立新潟図書館)が毎
年度発行している資料で，それぞれ新潟県内の公共図書館と新潟県立図書館の現状につい
てまとめられている。また新潟県と全国平均を比較するために，全国の市町村立図書館，
都道府県立図書館の発展状況を『日本の図書館』(日本図書館協会図書館調査委員会／編 日
本図書館協会)８２をもとに表す。なお，各年代の傾向を把握するため，また『新潟県の図書
館』は 1950，1955 年ではまだ発行が無いため，本章では 1960 年から 2010 年までの数値
を 5 年おきに見ていく。 
 
3.1 県内公共図書館経営の現状と課題 
2013 年現在，新潟県内における図書館設置率は市立 100％町村立 30％であり，町村立図
書館の設置率は全国で最も低い。人口で表すと約 62,000 人の県民が，自治体に図書館が無
い状態である。その原因として，粟島浦村や関川村など人口の少ない自治体では図書館を
新設することが自治体予算的に厳しいことと，田上町のように住民が隣接する自治体の図
書館を利用できる場合があることが考えられる。なお，公民館図書室の中には津南町公民
館(蔵書冊数約 38,000 冊)のように市町村立図書館の分館並の規模のものもある。 
図書館の規模も蔵書数の全国平均を下回る自治体が全体の 66％に達している。一方で，
新潟市立中央図書館(2010 年度資料費 57,790,000円)は 1 館辺りの資料費が県立図書館を上
回っている。また長岡市立中央図書館(2010 年度資料費 83,833,000 円)も分館を含めた数値
ではあるが県立図書館の資料費を大きく上回っており，本館の資料費は県立図書館と同等
もしくはそれ以上であると推測できる。このように県内図書館の中でも格差が見られる。 
 以上より，新潟県の公共図書館が抱える課題として，図書館未設置自治体の存在と図書
館同士の格差，相互貸借数の少なさが挙げられる。図書館未設置自治体は多くの都道府県
に存在し，また星野(2011)８３によれば新潟県と同じく蔵書冊数 5 万冊以下の小規模図書館
の割合が多い都道府県は秋田県や山口県など全 11 県ある。相互貸借についても前田(2009)
の指摘のように全国平均の半分に達しない都道府県が数多く存在する。したがって新潟県
の公共図書館事情が抱える課題は，他の都道府県にも共通する部分があると言える。 
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3.2 市町村立図書館の発展 
本節では，新潟県内の市町村立図書館の発展について，施設，資料，職員の 3 要素を基
に整理する。それぞれの要素として，図書館(公民館図書室)設置数，1 館辺りの資料費，1
館辺りの専門職員(司書，司書補)数の 3 つの指標の変遷を採り上げる。 
 
3.2.1 新潟県内の市町村立図書館設置数の変遷 
新潟県内の市町村立図書館，公民館図書室数の増加と新潟県内における市町村数の減少
をまとめたものが図 1 である。また県内図書館設置率(図書館のみ・公民館図書室を含む)
と全国の都道府県の図書館設置率の変遷をまとめたものが図 2 である。新潟県では，2000
年頃まで 100以上あった市町村数が平成の大合併により，その数を 30にまで減らしている。
そのため新潟県内市町村の図書館設置率は 2000 年から 10 年で，35%から 77%にまで増加
している。また図書館数は 1975 年頃から増え始め，2000 年頃までに 2 倍近くに増えてい
る。しかし全国的に見ると 2010 年代まで平均を下回っている。一方でそのような市町村立
図書館の少なさを補うように公民館図書室が 1980 年代まで増加し続け，公民館図書室を含
めた設置率は 2005 年頃まで 100%を維持し続けた。1980 頃をピークに公民館図書室数が減
っているが，図書館設置率は減少していないため，これは自治体の合併や図書館の新設に
あたって廃止されていったと考えられる。 
 
図 1 新潟県の市町村数，図書館設置数等の推移 
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図 2 新潟県内の市町村の図書館・図書室設置率と図書館設置率の全国平均 
 
市立図書館の設置率と町・村立図書館の設置率について新潟県と全国平均を比較したも
のがそれぞれ図 3，4 である。なお，『日本の図書館』では 1960 年，1965 年の市立図書館，
町村立図書館の設置率について記述が見られなかった。また 1970 年の『日本の図書館』
では，町立図書館と村立図書館の設置率がそれぞれ別に記載されている。 
まず新潟県の特徴として，自治体数の多さが挙げられる。1961 年の自治体数の全国平均
は 1 都道府県辺り約 83 個であるが，同年の新潟県の自治体数 120 個である。また平成の
大合併直前の 1999 年の自治体数の全国平均は 1 都道府県辺り約 69 個であるが，同年の新
潟県の自治体数は 112 個と 1961 年からの減少値も低い。新潟県内の市立図書館の設置率
は 2000 年以降を除くと 1970-1985 年頃の間に大きく増加している。しかし市立図書館の
設置率の全国平均と比較すると，1985 年以降に設置率の増加が見られず，大きく差が開け
られている。その後，新潟県の市立図書館の設置率は 2005 年頃から急激に増加し，2010
年には全国平均を上回っている。これは図 1 で 2005 年から 2010 年にかけて図書館数自体
は微増だったため，図書館未設置自治体が市町村合併によって姿を消してことが原因であ
ると考えられる。また新潟県内の町村立図書館の設置率は 1975 年頃から 2000 年頃まで設
置率がゆるやかに増えている。しかし全国平均と比べると低い水準で変遷している。 
図書館数としては，新潟県内の公共図書館数の増加を市・町・村別にあらわしたものが
図 5 である。市立図書館は設置率と同じく 1970-1985 年頃の間で大きく増加している。町
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立図書館は 1980-2000 年頃の間に大きく増加し，村立図書館は 1990 年頃から出現してき
ている。しかし 2000 年頃をピークに新潟県内の町村立図書館は，その数が減っていき，
逆に分館を含む市立図書館の数が急激に増えている。そのため 2000 年以降，新潟県内の
町村立図書館が市町村合併により，合併先の市立図書館の分館となっていったと考えられ
る。 
 
 
図 3 市立図書館の設置率 
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図 4 町村立図書館の設置率 
 
 
図 5 新潟県内の公共図書館数の変遷 
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3.2.2 新潟県内の市町村立図書館の資料費の変遷 
新潟県内の県・市・町・村別に図書館 1 館辺りの資料費の増減をあらわしたものが図 6
である。市立図書館では 2005 年頃から 2010 年頃までに資料費が下がっているが，これは
市立図書館の分館が増えたことで，1 館辺りの資料費が下がったことが原因と考えられる。
また町立図書館と村立図書館を比べると，1 館辺りの規模はあまり差がないことが伺える。 
 
 
図 6 新潟県内公共図書館の資料費の変遷 
 
3.2.3 新潟県内の市町村立図書館の専門職員数(司書・司書補)の変遷 
新潟県内の公共図書館の 1 館辺りの専門職員数(司書・司書補)の変遷を県・市・町・村別
にまとめたものが図 7 である。県立図書館は 1990 年から 1995 年までの間に専門職員が 6
人増えているが，そのうち 4 人は臨時であり，全体的にはゆるやかに増加してきている。
市立図書館は 1960 年から 1990 年までで 1 館辺りの職員数を約 5 倍にまで増やしている。
しかし 2005 年から 2010 年までの間に大きく減少しており，これも資料費と同様に市立図
書館の分館が増えたことで，1 館辺りの職員数が減ったことが原因と考えられる。町立，村
立図書館は 1960 年から 2005 年頃まで低い水準であり，村立図書館に至っては，2005 年頃
まで専門職員がほとんどいなかった。 
新潟県内の公共図書館の専門職員数(司書・司書補)に占める非常勤職員の割合の変遷を
県・市・町・村別にまとめたものが図 8 である。なお，非常勤職員は 1995 年以前にはほと
んどいないため，1995 年以降の数値を表示する。全体的に時代が下るにつれ，専門職員に
占める臨時・非常勤職員の割合が大きく増加しており，2010 年頃には市立図書館，町立図
書館は半分以上の専門職員が臨時・非常勤職員となっている。県立図書館と市立図書館を
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比べると 1995 年頃はほぼ同じ値だったが，その後市立図書館と比べると県立図書館の上昇
値がゆるやかであったため，両者の差は大きくなっている。村立図書館については，1 館辺
りの職員数が少ないため，責任者として最低 1 人は配置される常勤職員に対して非常勤職
員の割合が低めなのではないかと考えられる。 
以上より，新潟県内の公共図書館の専門職員数はゆるやかに増加しつつ，専門職員内に
占める臨時・非常勤職員の割合は 1995 年以降に大きく増加している。一方で県立図書館は
1 館辺りの専門職員数も専門職員内に占める常勤職員の割合も，市町村立図書館に対して安
定して上位を維持している。 
 
 
図 7 新潟県内公共図書館の職員数の変遷 
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図 8 新潟県内公共図書館の専門職員に占める臨時・非常勤職員の割合の変遷 
 
以上より，新潟県における公共図書館の発展について次の点が挙げられる。 
 市立図書館は 1970-1985 年の間に，町村立図書館は 1970-2000 年の間にその数が増加し
ている。そして市立図書館は 2000 年から急激に増えているが，その多くが分館であり，そ
の 1 館ずつの職員数や資料費は町村立図書館と大差が無い。また町村立図書館はその数を
増やしてきているが，設置率は全国的に見ると長年低い水準のままである。資料費につい
ては増減が不安定な県立図書館に比べると，市町村立図書館はゆるやかに増加してきてい
る。一方で 1 館辺りの職員数などの人的資源は県立図書館が市町村立図書館に対して優位
性を保ち続けている。 
 
3.3 新潟県立図書館の発展 
本節では，新潟県立図書館の発展について，資料，職員，サービスの 3 要素を基に整理
する。資料，職員の要素として，市町村立図書館と同様に 1 館辺りの資料費，1 館辺りの専
門職員(司書，司書補)数の 2 つの数値の変遷を選択し，全国の都道府県立図書館の平均の変
遷と比較する。またサービスについては県立図書館の第一義的機能である市町村支援の代
表的な指標である協力貸出冊数の推移と『新潟県立図書館年報』(2013)内「県立図書館の沿
革」を参考として，新潟県立図書館がどのようなサービスに力を入れてきたかを考察する。
なお，施設について特に取り上げないが，新潟県立図書館の施設の構成は本館と 1952 年か
ら 1992 年まで分館が上越・中越・下越・佐渡で計 4 館，また糸魚川に配本所が，それぞれ
公共図書館・公民館内に設けられている。 
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3.3.1 新潟県立図書館の資料費の変遷 
 新潟県立図書館の資料費と都道府県立図書館の資料費の全国平均の変遷をまとめたもの
が，以下の図 9 である。県立図書館は 1975 年頃から 1980 年頃と，1990 年頃から 1995 年
頃までに急激に増加している。しかし 2000 年頃から 2005 年頃に急激に資料費が下がり，
2010 年頃に少し回復している。全国の都道府県立図書館と比較すると，1980 年頃までは特
に大差は無いが，1980 年頃から 1990 年頃までの間に資料費が増加せず，その間に大きな
差が生まれている。1990 年頃から 2000 年頃までは新潟県立図書館の資料費が急増したた
め，その差は小さくなっている。その後全国の都道府県立図書館は 1995 年頃から 2010 年
頃まで資料費が減少し続けている。一方，新潟県立図書館は 2000 年頃から資料費が減少し
続け，2005 年頃から 2010 年頃までの間にまた資料費が増加してきている。そのため県立
図書館では 1975 年，1990 年，2000 年頃に何か方針の転換があったものと考えられる。 
 
 
図 9 新潟県立図書館の資料費の変遷 
 
3.3.2 新潟県立図書館の専門職員数の変遷 
 新潟県立図書館の専門職員(司書・司書補)数と都道府県立図書館の専門職員数の全国平均
の変遷をまとめたものが，以下の図 10 である。また専門職員に占める臨時・非常勤職員の
割合について新潟県立図書館と都道府県立図書館の全国平均の変遷をまとめたものが，以
下の図 11 である。全国の都道府県立図書館と比較すると，新潟県立図書館は専門職員数が
もともと少なく，その後の増加幅も小さいため全国平均との差は開いている。しかし専門
職員に占める臨時・非常勤職員の割合は，1995 年頃から増加しているものの，全国平均と
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比べると長年低い値を維持している。 
 
 
図 9 都道府県立図書館の職員数の変遷 
 
 
図 10 都道府県立図書館の専門職員に占める臨時・非常勤職員の割合の変遷 
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3.3.3 新潟県立図書館の協力貸出冊数等の変遷 
図書館等への貸出冊数(協力貸出，大量一括貸出)について新潟県立図書館と都道府県立図
書館の全国平均の変遷をまとめたものが，以下の図 11 である。この時期は大量一括貸出を
行っている都道府県立図書館と行っていない都道府県立図書館があり，都道府県立図書館
間の冊数の格差は大きい。その中で新潟県立図書館は一定以上の冊数を貸出しておあり，
1985 年には全国平均を大きく上回っている。しかし 1990 年には大量一括貸出制度を廃止
しているために，全国平均と比べるとかなり低い数値を示している。 
図書館等への貸出冊数(協力貸出のみ)について新潟県立図書館と都道府県立図書館の全
国平均の変遷をまとめたものが，以下の図 12 である。全国平均は 1985 年以降に急激に増
加している。一方，新潟県立図書館は元々全国平均よりも低い水準で変遷しており，1985
年から 1990 年の間に微減し，1990 年以降から増加している。その結果，近年の新潟県立
図書館の協力貸出冊数は全国的に見てもかなり低い水準となっている。 
 
図 11 協力貸出と大量一括貸出による図書館等への貸出冊数の変遷 
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図 12 協力貸出による図書館等への貸出冊数 
 
3.3.4 戦後の新潟県立図書館の沿革  
 本項では，主に『新潟県立図書館年報』(2013)内「県立図書館の沿革」を基に戦後の新潟
県立図書館(新潟県立新潟図書館)の活動について整理する。『新潟県立図書館年報』(2013)
内「県立図書館の沿革」より，戦後の新潟県立図書館の活動は以下の表 1 に表す。 
 
表 1：新潟県立図書館の略年表 
年月 出来事 
昭和 25 年 1 月 開架式閲覧方式を採用 
昭和 26 年 3 月 「新潟県立新潟図書館設置条例」公布により「新潟県立新潟図書館」と
改称 
昭和 26 年 6 月 郷土資料室開設 
昭和 27 年 4 月 上越・中越・下越・佐渡に分館開設 
昭和 27 年 9 月 糸魚川配本所開設 
昭和 28 年 11 月 新潟市一番堀通町(旧県庁隣接)に新館竣工 
昭和 28 年 12 月 新館落成，開館式挙行 
昭和 29 年 1 月 新館閲覧事務開始 
昭和 29 年 12 月 参考事務開始 
昭和 33 年 4 月 新潟県点字図書館設立 
昭和 33 年 5 月 PB リポート閲覧室開設 
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昭和 36 年 1 月 県政研究室開室 
昭和 36 年 10 月 書庫改造工事完成 
昭和 37 年 3 月 貸出文庫用自動車備付 
昭和 39 年 3 月 「新潟県立新潟図書館条例」公布 
「新潟県視聴覚ライブラリー条例」公布により「新潟県視聴覚ライブラ
リー」を併設 
昭和 39 年 6 月 新潟地震被災 
昭和 40 年 10 月 災害復旧工事完了，全館正常開館 
昭和 40 年 11 月 「新潟県立新潟図書館 50 年史」刊行 
昭和 42 年 3 月 移動図書館車“みずほ号”購入 
昭和 50 年 12 月 公民館等への長期一括貸出開始 
昭和 52 年 3 月 PB リポート国立国会図書館に返納 
昭和 57 年 4 月 日曜開館月 2 回実施 
昭和 58 年 12 月 黒龍江省図書館と資料交換を開始 
昭和 59 年 4 月 新潟大学附属図書館と相互貸借について協定 
昭和 62 年 4 月 市町村立図書館と覚書により雑誌の収集保存分担を開始 
昭和 63 年 3 月 「新潟県立図書館整備基本計画」策定 
平成元年 4 月 「新潟県図書館等情報ネットワーク整備実施要綱」「新潟県図書館・公
民館ネットワーク整備実施要綱」策定 
平成 2 年 7 月 新館起工式挙行 
平成 3 年 3 月 公民館等への長期一括貸出廃止 
平成 3 年 11 月 新館定礎式挙行 
平成 4 年 3 月 新館竣工 
「新潟県立図書館条例」公布により「新潟県立図書館」と改称 
「新潟県視聴覚ライブラリー」を廃止(4 月 1 日施行) 
平成 4 年 3 月 県立図書館分館廃止 
平成 4 年 6 月 「新潟県図書館等情報ネットワーク協定」締結 
平成 4 年 8 月 新潟県立図書館新館開館式挙行 
新潟県立図書館新館開館(生涯学習推進センター，文書館同時新設開館) 
新潟県図書館等情報ネットワークシステム(Ｓ－ＮＯＷ)稼動 
平成 5 年 7 月 長善館学塾資料を文書館へ移管 
平成 5 年 12 月 新潟県報，新潟町片桐家文書ほか私家文書を文書館へ移管 
平成 6 年 3 月 北蒲原郡各町村絵図ほかを文書館へ移管 
平成 7 年 4 月 パイロット電子図書館総合目録ネットワークプロジェクトに参加 
32 
 
平成 7 年 10 月 第 81 回全国図書館大会新潟県で開催 
平成 8 年 11 月 学術情報センター目録所在サービスに加入 
平成 9 年 3 月 学塾三餘堂関係資料一括，新潟県指定有形文化財に指定 
平成 10 年 4 月 国立国会図書館総合目録ネットワークに参加 
平成 10 年 5 月 新潟県立図書館のホームページを開設 
平成 10 年 6 月 「雑誌の収集保存分担に関する覚書」を廃止 
平成 12 年 4 月 ホームページに資料検索機能等を登載 
平成 14 年 8 月 南山図書館(韓国)と友好交流協定締結 
平成 15 年 10 月 南山図書館(韓国)と友好交流協議書定締結 
平成 16 年 1 月 ホームぺージに調査相談データベースを登載し，県内図書館等ネット 
ワーク構成機関に公開 
平成 17 年 3 月 新潟県内図書館横断検索システム公開 
平成 17 年 4 月 11 月 3 日(文化の日)等開館実施 
平成 18 年 10 月 ホームページに調査相談データベースを登載し，一般に公開 
平成 18 年 11 月 魅力ある図書館づくり検討会が『魅力ある県立図書館づくり検討会報告
書～くらしとしごとを支援する図書館をめざして～』を新潟県教育長に
提出 
平成 19 年 4 月 ホームページに新潟県関係雑誌索引データベースを公開 
平成 19 年 7 月 くらしとしごとに役立つコーナー開設 
平成 19 年 10 月 県立図書館の愛称が「ぶっくスワン」に決定 
平成 20 年 4 月 祝日開館開始 
平成 20 年 7 月 ユース・コーナー開設 
平成 20 年 9 月 新潟県立図書館友の会設立 
平成 20 年 12 月 くらしガーデン開設 
平成 21 年 3 月 こども図書室オープン 
音声ＣＤ貸出サービス開始 
平成 21 年 4 月 新潟地域図書館ネットワーク「めぐるくん」発足 
平成 21 年 7 月 「くらしガーデン」拡張リニューアルオープン 
公開書庫(書庫の一般開放)スタート 
平成 22 年 1 月 全国公共図書館研究集会(15 日まで)新潟県で開催 
 
 以上の表 1 より，昭和 25 年の開架式閲覧方法の採用から昭和 40 年代まで，主に館内サ
ービスと貸出文庫などの直接サービスの発展が見られる。なお，開架式閲覧方法の採用は
全国的にも先進的であり，その取り組みが映画「格子なき図書館」になっている。また昭
和 28 年，当時の新潟県庁の隣に新館が建設されている。その後昭和 50 年の公民館等への
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大量一括貸出の開始からは，市町村支援と市町村立図書館を含む県内図書館ネットワーク
の構築の整備が行われ，平成 4 年に郊外の鳥屋野潟沿いに新館が建設された。しかし平成
18 年に魅力ある図書館づくり検討会が『魅力ある県立図書館づくり検討会報告書～くらし
としごとを支援する図書館をめざして～』を新潟県教育長に提出されると，開館日の増加
や新コーナーの設置など館内サービスの発展が多く見られるようになった。 
 このように新潟県立図書館は大きく分けて戦前から現在までに市町村支援(発展への支
援)→直接サービス(館内・館外)→市町村支援(間接サービス・発展への支援)→直接サービス
(館内)と方針を変化していったことが伺える。 
 
3.4 まとめ 
本章で，新潟県内の図書館事情の変遷については，次のように整理することができる。 
現在の新潟県内の公共図書館は，市町村立図書館の設置率の低さと県内での図書館格差
の点で課題がある。市町村立図書館の設置率の変遷を見ていくと，町村立図書館は長年全
国平均よりも低い水準で推移している。市立図書館も同様に全国平均よりも低い水準で，
1985 年から 2000 年までに本館は増加していない。2010 年に設置率が 100%になったが，
図書館設置自治体数は大きく増加はしていない。資料数などの図書館規模も 1970 年代頃か
ら右肩上がりで新潟県内の図書館は発展していったが，2000 年以降の平成の大合併により
図書館 1 館辺りの規模が縮小してきている。一方で平成の大合併によって県立図書館以上
の規模の市立図書館が誕生し，県内図書館の格差は大きくなったと考える。県立図書館は
1970 年代頃から大量一括貸出等の市町村支援を本格的に行うようになってきたが，2006
年からは館内直接サービスに力を入れるようになってきている。そして現在，新潟県内の
公共図書館は図書館設置率，図書館間の格差の課題があり，今後その解決のために新潟県
立図書館が市町村支援をどのように拡大させるかを議論する必要があると考える。 
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4 新潟県立図書館における市町村支援機能の変遷 
 本章では，新潟県立図書館の市町村支援機能の変遷について，新潟県立図書館を含む新
潟県内の公共図書館，新潟県社会教育関係の資料を基に整理する。本章で主に用いる資料
は，以下のとおりである。 
(1)『新潟県立新潟図書館50年史』(新潟県立新潟図書館／編 新潟県立新潟図書館 1965) 
 (2)『新潟県立図書館年報』(新潟県立図書館／編 新潟県立図書館 1955-2012)(以下「年
報」という) 
 (3)『運営方針と事業計画』(新潟県立図書館／編 新潟県立図書館 1963-1975) 
(4)『新潟県立新潟図書館報』 (新潟県立新潟図書館／編  新潟県立新潟図書館 
1951-1957) 
 (5)『にいがた：新潟県立新潟図書館報』(新潟県立新潟図書館／編 新潟県立新潟図書館 
1976-1990) 
 (6)『みずほ』(新潟県立新潟図書館／編 新潟県立新潟図書館 1965-1989)  
(7)『新潟県教育月報』(新潟県教育委員会／編 新潟県教育委員会 1950-2012) 
 (8)『新潟県図書館協会報』(新潟県図書館協会 1951-2009)(以下「協会報」という) 
上記の資料のうち，(1)～(3)は新潟県立図書館の年史，年報，(4)(5)は公共図書館等向けの情
報誌，(6)は新潟県立図書館の自動車文庫利用者向けの情報誌である。また新潟県立図書館
の発行資料以外に(7)(8)の資料も調査に用いる。 
 新潟県立図書館の市町村支援の変遷について，2 章で議論した観点から大きく次の 6 つの
時代区分に分ける。なお，県立図書館の方針の変わる節目が年度であると考えるため，年
度で見ていく。 
(1)「＜協力・援助型＞県立図書館論の創世期」(1945-1962) 
(2)「＜協力・援助型＞県立図書館論の模索期」(1963-1969) 
(3)「＜協力・援助型＞県立図書館論の萌芽期」(1970-1976) 
(4)「＜協力・援助型＞県立図書館論の形成期」(1977-1989) 
(5)「＜協力・援助型＞県立図書館論の定着期」(1990-2005) 
(6)「＜協力・援助型＞県立図書館論の見直し期」(2006-) 
また本章では，戦後の新潟県立図書館の市町村支援との関連を調べるために，現在の新潟
県立図書館の前身となる明治記念新潟県立図書館の開館から中央図書館時代までの市町村
支援についても整理する。 
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4.1 新潟県立図書館の戦前期(-1945) 
本節では，主に『新潟県立新潟図書館 50 年史』(1965)を基に現在の新潟県立図書館の前
身となる戦前の明治記念新潟県立図書館時代の活動について，市町村支援機能に着目しつ
つ，整理する。 
 
4.1.1 明治記念新潟県立図書館時代の歴史 
大正初期，新潟県内の図書館の設置状況は悪く，県都である新潟市に一つも公立図書館
が無い状態だった。郷土史家である小林存は自身の著作である案内記で「百事悉く具備し
て，唯だ一の図書館を欠けるは寧ろ新潟市の恥辱なりとせざる可からず」と述べている８４。 
そのような状況の中，大正 2 年の通常県議会で，社会教育の一事業として県立の図書館
設置が提案・可決された。図書館名を「明治記念新潟県立図書館」とし，大正 4 年 4 月 1
日にその設置が告示された。同年新潟市から寄附を受けた市立新潟氏図書縦覧所の 13885
冊の蔵書と図書購入費 15000 円を蔵書の基礎として，翌 5 年 12 月 8 日に開館している８５。
館内には普通閲覧室のほか，特別閲覧室，婦人閲覧室，児童閲覧室(男女別)が設置され，後
の大正 8 年に視覚障害者向けの盲人閲覧室が設置された。また蔵書構成としては，主に日
本史部門や洋書部門，郷土資料を中心に力を入れ，明治天皇関係史料のような特別コレク
ションも収集している。 
県民への間接サービスとしては，開館よりも前の大正 4 年 8 月 15 日から，新潟県立図書
館は県民の読書力及び向学心の増進を目的として，県内の郡役所，図書館，県立学校を対
象とした貸出文庫(巡回文庫)のサービスを開始している。第一次回付では，郡役所 16 箇所，
公私立図書館 14 館，県立学校 21 校の計 51 箇所へ合計 3952 冊の貸出を行っている。貸出
期間は 3 ヶ月で，50・100 冊単位でそれらの施設へ貸出を行っている。また県立図書館と
貸出先との往復運賃は県立図書館が負担した。大正 12 年からは規定が変更され，35 冊単位
で公私立図書館宛てに貸出を行っており，運賃の片道分を県立図書館が負担した。この貸
出文庫は最盛期で年間約 20 万人の利用者がいた８６。 
市町村図書館の発展支援としては，「一町村一館」を目標として町村図書館の設立を奨励
し，その普及と経営について指導と助力を行った。大正 5 年より図書館相互の連絡協調と
町村図書館の普及誘導を目的として，県内図書館長会議を年に 1 回開催しており，そこで
は図書館同士の連絡や町村図書館の設置等に関して諮問が行われている。また県内図書館
の資質向上を目的とした図書館講習会・製本講習会の開催や，児童・青年向け読み物や時
事問題，郷土資料に関する目録の配布等も行っている。他にも県に対して進言を行い，町
村図書館の規程を定めた「町村立図書館施設要項」と新たに創立した図書館へ補助金を出
す「図書館費補助規程」の公布を実現させた。また県立図書館自身も，「図書館に関する法
規と町村図書館標準図書目録」を発刊するなど，新たな図書館の設立に協力している。こ
れらの事業により，大正 4 年当時合計 23 館だった県内の図書館(私立図書館を含む)が大正
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13 年 6 月末には合計 213 館に増加している８７。 
 
4.1.2 中央図書館制度時代 
 昭和 8 年 7 月に「図書館令」が改正されたことで中央図書館制度が確立され， 
「第 10 条 地方長官ハ管内ニ於ケル図書館ヲ指導シ其ノ聯絡統一ヲ図リ，之ガ機能ヲ全カ
ラシムル為メ文部大臣ノ認可ヲ受ケ公立図書館中ノ一館ヲ中央図書館ニ指定スベシ。中央
図書館ノ職能ニ関シ必要ナル事項ハ文部大臣之ヲ定ム。」 
の条項により，同年 9 月に新潟県立図書館も県の中央図書館に指定された。さらに同月に
公布された「図書館令施行規則」では中央図書館の役割として以下のように定められた８８。 
 「第 7 条 中央図書館ニ於テハ凡ソ左ノ事ヲ実施スベシ 
 1．貸出文庫等ノ施設 
 2．図書館経営ニ関スル調査研究乃指導 
 3．図書館書籍標準目録ノ編纂頒布 
 4．図書館ニ関スル機関紙類ノ発行 
 5．図書館ニ関スル研究会，協議会，展覧会等ノ開催並ニ其ノ開催ノ斡旋 
 6．図書及図書館用品ノ共同購入斡旋 
 7．郷土資料ノ蒐集ノ他適当ナル付帯施設 
 8．前各号ノ外図書館ノ指導聯絡統一上必要ナル事項」 
 市町村図書館の発展支援として，戦時下の町村図書館の活動方法についての指針を示し
た「町村図書館の経営方法」を発行・配布を行った８９。他にも時事問題を知る参考のため
に「時局関係図書目録」を作成し，各方面に配布を行っている９０。 
 その後，戦争が激しくなったため，昭和 12 年から発行を開始した県立図書館報の発行を
昭和 19 年に休刊し，また一部貴重資料や副本について県内の複数個所への疎開を行った。
戦後，昭和 25 年に図書館法が公布され，中央図書館制度は廃止された。その後昭和 26 年
に新潟県立図書館設置条例が公布され，新潟県立新潟図書館が誕生した。 
 
以上より，戦前の新潟県立図書館の市町村支援については，次のとおりにまとめること
ができる。戦前の新潟県立図書館は，新潟県県内の図書館事情を良くするために，県民の
読書意欲を上げることを目的として県内読書施設へ一括貸出による間接サービスを行った
り，積極的に行政へ働きかけを行って図書館基準や補助金制度を制定させたり，また県立
図書館自身も図書館運営に役立つ情報発信を行ったりしている。これは現在の県立図書館
による市町村立図書館支援と近く，行政への働きかけについてはむしろ積極的な印象を受
ける。そして結果として新潟県内は小規模ながらも図書館数が爆発的に増加している。中
央図書館時代は，「図書館令」と「図書館令施行規則」により県内図書館への指導とそのた
めに必要な調査研究機能，研修機能が強化されている。図書館サービスの調査研究機能は
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「望ましい基準」で挙げられた県立図書館の市町村立図書館機能と共通している。また図
書及び図書館用品の共同購入の斡旋などの現在の市町村立図書館支援にはない機能も挙げ
られている。 
したがって戦前の新潟県立図書館の市町村支援機能は，現在の県立図書館の市町村支援
に近く，中には先進的な印象を受けるものもあった。 
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4.2 新潟県立図書館における県立図書館論の創世記(1945-1962) 
 本節では，1945 年度から 1962 年度までの新潟県立図書館の市町村支援について，方針
と具体的なサービスの変遷をまとめ，その時代の特徴を考察する。 
 
4.2.1 市町村立図書館支援の方針と重点事業 
1953 年の『教育月報』第 4 巻第 5 号では，県立図書館長の渡邉正亥が「全県的な図書館
計画と県立図書館」の中で県立図書館を含む県内図書館ネットワークの構想について述べ
ている９１。渡邉は県立図書館について「県内読書施設の最後方にあって大学図書館，専門
図書館等と緊密な連携をとりながら群図書館及び市町村立図書館に補給する機関」と述べ
ている。そしてそれらの市町村立図書館等が公民館図書室へ資料を送り出す県内図書館ネ
ットワークを構想している。また渡邉は県立図書館の性質として「全図書館を号令下にお
くといったような中央図書館ではなく，県下の各読書施設に対し，いろいろな面で奉仕す
るセンターであり，連絡のセンターである」としている。しかしこれは構想であり，本期
間内における年報等では市町村支援に関する方針は見られない。 
一方で当時の県立図書館の役割については，参考図書館としての側面が挙げられている。
1950 年の『新潟県立新潟図書館報』の第 1 号(1950)で県立図書館職員の星野が県立図書館
の任務について第二線的図書館としており，第一線的図書館である市町村立図書館及び公
民館図書室に対して，参考書を備えた参考図書館的性格を具備する必要性を述べている９２。
前述の渡邉も，県立図書館の将来像について「レクリエーションの面や受験準備の面は切
りすてて一歩進んだ調査研究的な，参考図書館の性格に変わらなければならない」と主張
している。また 1956 年の『新潟県立新潟図書館報』の第 13 号(1956)では，巻頭言「公共
図書館の職能と蔵書構成の問題」が掲載され，その中で図書館の蔵書構成について 
 1 文化的職能を果さんが為に収集する図書 
 2 教育的職能を果さんが為に収集する図書 
に分けている９３。その上で後者をさらに 
 ａ 既に自己教育力を有する人々が，之を教育的に利用するのに役立つ為の図書 
 ｂ 未だ自己教育力の乏しい人々を図書館の教育的対象として，その人々の目的に適う
様な特別な図書 
に分けている。そして「一般的に言って県立図書館はｂに対するよりも 1 及ａにより多く
の比重を置いた蔵書構成を考え，市町村立図書館にあっては 1 及ａよりもｂに比較的比重
を重く置くような蔵書構成を考えて一県内の図書館網を構成するべきではないか」と県立
図書館と市町村立図書館の蔵書構成の区別の必要性を主張している。 
 
4.2.2 間接サービス 
 本項では 1945 年度から 1962 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち，間接
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サービスについて具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
 
(1)大量一括貸出(量的補完) 
1950 年度より，戦前から継続して青年会などの読書グループを対象に行っていた貸出文
庫を，広く県民に利用してもらうために公民館を通して行うようにした。なお，貸出文庫
の申込要項は以下のようになっている９４。 
一、公民館を主体として図書を貸出す。 
一、責任者二名 
一、一回貸出冊数 40 冊，貸出期間 3 か月 
一、貸出手数料無料 
一、運賃送付変換は公民館の負担とする 
一、図書紛失，汚損等の場合はそのものの時価で又は現品にて弁償することとなってお
ります 
貸出文庫は県内図書館を対象とはしておらず，また各公民館への支援を目的としていない
ため，従来の大量一括貸出とは異なるものの，申込要項に弁償規定等もあり，その原型で
あると言える。しかし昭和 31 年度の年報によると，貸出文庫の対象は「官公署，会社，工
場，公民館並びに公民館を通じて申請する各種団体」と広がっている９５。なお，1952 年に
県内の直江津町，長岡市，新発田市，金井町の公民館等に貸出文庫の拠点となる分館が設
置され，糸魚川市に配本所が開設された。 
 1955 年度には新潟大火があり，類焼した新潟アメリカ文化センターに対して児童室のス
ペースを貸し付けし，代わりに児童室にあった児童書約 1700 冊を粟島浦村等へ一時的に貸
し出している９６。 
 
(2)協力貸出(質的補完)，協力レファレンス，デポジット(保存機能) 
間接サービスのうち，協力貸出(質的補完)，協力レファレンス，デポジット(保存機能)に
関する記述は同期間内の年報等では見られなかった。 
 
4.2.3 発展への支援 
本項では 1945 年度から 1962 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち図書館
の発展への支援について具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
 
(1)市町村立図書館への助言・情報提供・モデル的機能 
1950 年度から，図書館を含む県内読書施設への啓蒙，指導を目的として『新潟県立新潟
図書館報』が復刊されている。『新潟県立新潟図書館報』の内容は，主に図書館用品の選び
方などの実践的な記事や県立図書館の新着図書，県内図書館の紹介などである。なお，『新
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潟県立新潟図書館報』は 1957 年まで発行されている。 
1954 年度より，県立図書館から毎年度もしくは隔年度の頻度で『新潟県立新潟図書館増
加図書目録』９７が発行され，県内図書館等に配布されている。同書は県立図書館所蔵の新
着資料を紹介している。 
1957 年度からは新潟県図書館協会から『新潟県図書館協会報』が発行されている。なお，
実質的な発行者は新潟県図書館協会の事務局が置かれている県立図書館である。本誌は新
潟県内の公共図書館と利用者の結びつきを緊密なものにし，より良い人的読書環境を作り
上げることを目的としている９８。主な内容は県内図書館の活動報告や新潟県図書館協会主
催の各研修会の報告，県立図書館の新着資料案内等である。 
 
(2)図書館サービスの調査・研究・モデル的機能 
1955 年度に県立図書館長の渡邉正亥が調査を行い，『新潟県立新潟図書館報』第 11・12
号で「要保護少年の読書傾向」を発表している９９。 
1958 年度にも渡邉が新潟県民の読書生活と日常生活の関わりについて調査し，協会報の
第 3 号，第 4 号，第 5・6 号で「新潟地方に於ける読書の実態」(1)～(3)を掲載している１００。 
 
(3)職員研修機能 
同時代に行われた県内図書館職員向けの研修会についてまとめたのが以下の表 2 である。
なお，年報等では年度によって研修会の内容をどこまで記載するかが異なるため，全ては
網羅できていない。同時代後半になると，公民館職員を対象とした研修会も行われている。
研修会の内容は基礎的かつ実践的なものが多いように考えられ，また「公民館との連絡提
携」のように図書館ネットワークを意識した内容のものもある。 
 
表 2 県立図書館論の創世記(1945-1962)の研修会 
研修会名 内容例 開催年度 
公民館・図書館専任職員講習会 「市町村図書館における貸出文庫の運営」 1953 
図書館職員研究会 「館内閲覧及び館外貸出の事務」 1954-1957 
県下図書館大会 「公民館との連絡提携」 1954-1962 
県下公共図書館職員研修会 「読書指導における図書館の立場について」 1956 
公共図書館職員研修会 「参考事務について」 1957 
下越地区図書館職員研究集会 「不閲覧者の対策について」 1958 
 
(4)ネットワーク構築 
1950 年の新潟県立新潟図書館報の第 1 号で県立図書館職員の星野が「新潟県立図書館の
現状と将来の計画」の中で「県下重要読書施設の綜合目録の作成等これ等の作成こそ県の
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学術，文芸，産業等の進歩発展に貢献するところなるものがあると考えます。」と述べてい
る１０１。 
1952 年度に県内の公共図書館からなる新潟県図書館協会が新たに発足し，『新潟県立新潟
図書館報』では会則が掲載されている。本会は事務所を新潟県立新潟図書館に設置し，県
内読書施設(公民館図書室は含まない)によって構成されている。その目的を「県内に於ける
図書館事業の進歩発達を図ると共に本県文化の振興に寄与すること」としており，目的達
成のための事業として以下の 8 点を挙げている１０２。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(5)図書館未設置自治体を対象とした図書館設置への働きかけ 
1950 年の『新潟県立新潟図書館報』第 1 号の「公共図書館の現状」では当時の教育庁社
会教育課主事の猪俣が，図書館報における補助金の基準(蔵書数，専門職員数等)を示した上
で，基準を満たした上での公民館図書室から公立図書館への切り替えを促している１０３。 
1952 年の『新潟県立新潟図書館報』では「図書館の設置について」(社会教育課)が掲載
されており，その中では都道府県別の図書館現況一覧を示し，「勿論成人教育に必要欠くべ
からざる図書館が多くあることは望ましいことではありますが，小図書館主義の過去の失
敗を考える時に，徒らに数の増加を急ぐことはないかと思います。」と述べた上で「全国的
水準から見ると，本県の図書館は質的には優位にあり，数の不足と穴は，公民館図書室が
補っているものであると思います。」と述べている１０４。 
1956 年度に県立図書館で行われた県下公共図書館大会では，新潟県図書館協会が町村合
併によって新たに誕生した 12 町村に対して「市には必ず図書館を」を目標とする図書館設
置促進に関する要望書を発送している１０５。 
1962 年度に図書館未設置市町村の住民の読書に対する意識の醸成と，それによる図書館
設置を目的として自動車文庫「みずほ号」が誕生した。みずほ号は図書館未設置市町村の
読書グループに対して 40 冊以内の図書を 3 か月の期間貸出を行っている。しかし 1995 年
に発行された『新潟県図書館白書 1995』では，その活動が住民の読書に対する意識の醸成
にはつながったものの，図書館の設置にはつながらなかったことを指摘している１０６。 
1 図書館相互間並に図書館と学校，社会教育機関その他の関係団体との連絡提携 
2 図書館事業に関する調査研究其の促進及奨励並に広報宣伝 
3 図書館事業に関する講習会 
4 図書館職員の福利厚生 
5 良書適書の推薦並普及 
6 図書館図書の選択並購入斡旋 
7 図書館用品の購入斡旋 
8 其他本会の目的達成に必要な事項 
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また 1962 年度の新潟県図書館協会の連絡協議会で図書館未設置市の存在が問題視され，
県図書館協会長及び副会長名義で「市民の教育と文化の発展に寄与することは勿論，人作
りのうえにも主要な役割を果している公共図書館を設置される」ことについての要望書が
提出されている１０７。 
 
 以上より，この時代における新潟県立図書館の市町村支援については以下の特徴が挙げ
られる。 
 この時代の新潟県立図書館の方針では，現在のような市町村支援の視点は明確に述べら
れていない。代わりに参考図書館としての性格が強く，市町村立図書館が一般書を収集す
るのに対して，県立図書館は参考図書を収集するべきであるとの主張もあった。 
間接サービスについては，具体的なサービスはほとんど見られない。しかし部分的に，
初期の貸出文庫制度や粟島等への児童書貸出などのような，一括貸出の原型が見られる。    
図書館の発展への支援については，主に研修機能と図書館未設置自治体への働き掛けが
見られる。しかし図書館未設置自治体への働きかけは県立図書館が主体となって行ってい
ない。 
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4.3 新潟県立図書館における県立図書館論の模索期(1963-1969) 
本節では，1963 年から 1969 年までの新潟県立図書館市町村支援について，方針と具体
的なサービスの変遷をまとめ，その時代の特徴を考察する。 
 
4.3.1 方針と重点事業 
1963 年度の運営の基本方針として，2 つ挙げられた。そのうち，片方は次のとおり県内
公共図書館への指導や県内図書館の整備等の市町村支援に関する記述が挙げられている。 
 全国的図書館体系においては第二線的な立場をとり，地方的中心として，全県の公共
図書館及び読書施設の積極的育成指導を行い，県内図書館網の整備充実を図ると共に，
相提携して県民サービスの徹底に期する。 
一方で，もう一つの基本方針は次のようになっており，県立図書館が県内読書運動推進の
中心となっていたことが伺える。 
図書館法に示す現代図書館の理念に基づき，本県教育施策の大綱に則して，図書館活
動に検討改善を加えるとともに，各種資料の収集整備を図り，より合理的効果的な図
書館奉仕を通して，県内読書運動推進の母体となり県民文化の向上に資する。 
また重点目標の中にも「市町村立図書館及び分館，配本所等の設置促進」，「公共図書館，
公民館，学校図書館，その他の読書施設との協力」が挙げられている１０８。なお，同年に「中
小レポート」が出され，協会報でも「中小レポート」の特集を組んでいるが，その中で「中
小レポート」で述べられた県立図書館による市町村支援について言及されていない。 
1966 年度からは基本方針が「図書館法及び本県教育施策の大綱にもとづき，図書館資料
の収集整備につとめ，社会情勢に即応するより積極的・合理的な図書館奉仕の徹底を期す
るとともに県内図書館網の充実を図り，相提携して県民の教育・文化の向上に資する。」と
なり，全県の公共図書館及び読書施設の積極的育成指導の部分が削られている。また重点
目標の中に市町村支援として「公共図書館職員の研修強化」が加わっている１０９。 
1968 年度には，重点目標の中にさらに「公共図書館，学校図書館，公民館図書部(室)そ
の他読書施設との連絡強化」が加わった１１０。しかし 1969 年には重点目標から外されてい
る１１１。 
1969 年に県立図書館と県図書館協会により，新潟県公共図書館の現状調査を基にして『新
潟県公共図書館計画策定報告書』１１２が発行された。同書では今後の展望として，県立図書
館に対して「直接県民に対する奉仕よりは，まず第一次地方自治団体の市町村立図書館に
対する図書館であることが望まれている。」と，「図書館の図書館」であることを促してい
る。しかし今後の県内図書館発展の計画や，県立図書館の具体的な市町村支援機能につい
ては述べられておらず，あくまで現状の調査で留まっていることを石井らに指摘されてい
る。また同年の『教育月報』12 月号内「公共図書館のビジョンを求めて」内でも，新潟県
立図書館が新潟県内の図書館事情について，設置率の低さと図書館法の「補助金交付審査
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基準」を満たしている図書館の少なさ，専門職員(司書・司書補)の待遇の悪さを指摘してい
る１１３。それに対する県立図書館の役割については「図書館協力のセンターとして，よりい
っそう拡大された規模において，図書館のための図書館としてその機能と性格を強めるた
めの努力がなされなければならないだろう。」と述べられている。しかし具体的な機能につ
いては言及されていない。 
 
4.3.2 間接サービス 
本項では 1963 年から 1969 年までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち間接サービ
スについて具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
 
(1)協力貸出(質的補完) 
1969 年度の年報から前年度の相互貸借の件数が指標として年報に記載されるようになっ
た。1968 年度は県内公共図書館への貸出冊数は 42 冊である１１４。しかし公民館図書室への
貸出冊数は項目が無く，「その他」の 19 冊に含まれていると考える。また 1969 年度は県内
公共図書館への貸出冊数は 37 冊，公民館図書室への貸出冊数は 15 冊であるこれらの指標
は「参考事務」の項目の中に記載されている１１５。 
また同年の『運営方針と事業計画』の中では奉仕係の事業計画(館内奉仕)の中に「レファ
レンス(参考・調査事務)サービスの強化と資料の相互貸借の整備」が盛り込まれており，当
時の相互貸借が協力貸出というよりもレファレンス業務の一環として捉えられていたこと
がわかる１１６。 
  
(2)協力レファレンス 
 1968 年度の重点目標の一つ「公共図書館，学校図書館，公民館図書部(室)その他読書施
設との連絡強化」について，協会報の第 35 号では「読書普及活動・レファレンスサービス
に密接な横の連絡をとらなくてはその効果は期待できない。」と補足がつけられており，協
力レファレンスを意識したものと考えられる１１７。 
 
(3)大量一括貸出(量的補完) ，デポジット(保存機能) 
間接サービスのうち，大量一括貸出，デポジット(保存機能)に関する記述は同期間内の年
報等では見られなかった。 
 
4.3.3 発展への支援 
本項では 1963 年から 1969 年までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち図書館の発
展への支援について具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
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(1)市町村立図書館等への助言・情報提供 
 1964 年度に県立図書館から『新潟地震関係文献目録 第 1 集』１１８が発行され，県内図書
館等に配布された。同書は同年に発生した新潟地震に関する図書や雑誌，パンフレットを
整理している。また県立図書館から 1965 年度と 1967 年度にそれぞれ『新潟地震関係文献
目録 第 2 集』１１９，『新潟地震関係文献目録 補遺』１２０が発行されている。 
 
(2)図書館サービスの調査・研究・モデル的機能 
 1963 年度に県立図書館が新潟日報社の協力を得て青少年の読書実態調査を行い，分析結
果をまとめ，『青少年と読書』１２１を発行している。 
1964 年度には県立新潟図書館の職員である杉山良也が新潟県内の青少年の読書の実態調
査を行い，協会報の第 20 号で「青少年の読書実態調査を終えた」を掲載している１２２。 
1965 年度に開催された第 1 回県下公共図書館司書会議で，議題の 1 つとして県立図書館
から「新潟県公共図書館計画の策定について」が出された。それを発端として，新潟県公
共図書館計画策定委員会による調査が行われ，1969 年度に県立図書館と県図書館協会によ
り『新潟県公共図書館計画策定報告書』が策定された１２３。同報告書は，新潟県公共図書館
の現状を把握し，主として全県の図書館協力の観点から総合的な図書館地域計画を策定し，
図書館運営の自らの指標を求めると共に今後の新潟県の図書館普及運動の推進に資するこ
とを目的としている。新潟県公共図書館計画策定委員会は県内図書館員(館長を含む)9 名で
構成されており，うち 3 名が県立図書館職員である。同委員会は新潟県内の公共図書館に
対して調査票を用いた図書館サービスや今後の展望について調査を行っている。また同報
告書の中で県内の公共図書館が解決すべき課題として，図書館奉仕を保証できる資料費の
確保，施設の現代化，奉仕地域の広域化と住民要望の多様化と速効性に対応できる職員の
増大，地域独自の効率的な奉仕形態の制作の 4 点が挙げられている。 
1969 年度の『運営方針と事業計画』の中で，調査相談係の業務として「関係機関との連
絡強化」が挙げられており，その中には「公民館図書室の実態調査」が盛り込まれている１２４。 
  
(3)職員研修機能 
1963-1969 年の期間に行われた県内図書館職員向けの研修会についてまとめたのが以下
の表 3 である。1966 年度以降，部門ごとに研修会が分かれ，その内容が多岐に渡るように
なっている。また一部の地域に限定した研修会も開催されている。 
1967 年度は読書普及運動の推進をはかるため全県読書普及運動推進費並びに県下公共図
書館，公民館図書室(部)研究実績発表会開催費が予算化されている１２５。 
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表 3 県立図書館論の模索期(1963-1969)の研修会 
研修会名 内容例 開催年度 
県下移動図書館研究会 「旧市内における移動図書館の是非について」 1964 
佐渡地区公民館職員研
修会 
「読書活動のすすめ方」 1964-1966 
県図書館職員研修会 「予算(図書購入と台帳記載等)について」 1964 
県図書館職員研究大会 「新潟県の読書運動を推進するにはどうしたらよ
いか」 
1966-1967 
公民館図書部(室)運営
研究会 
「公民館図書部における奉仕活動」 1964 
図書館職員研究集会
(奉仕部門) 
「中小図書館，公民館図書部における奉仕につい
て」 
1966- 
図書館職員研究集会
(整理部門) 
「日本目録規則 1965 年版と 1952 年版の比較研究
について」 
1966- 
図書館職員研究集会
(移動図書館) 
「利用者の組織化について」 1966- 
県図書館職員研究集会
(総務部門) 
「図書館条例，規則のつくり方と留意点について」 1966- 
上越地区公共図書館公
民館図書室(部)研究会 
「地域社会における図書館網について」 1967 
新潟県読書施設連絡懇
談会 
「各種資料室(官公庁，民間企業資料室，公共図書
館等)の運営状況と問題点について」 
1967- 
市町村公民館職員実務
研究会 
「公民館図書室運営上の諸問題について」 1968- 
 
(4)ネットワーク構築 
1963 年度の『運営方針と事業計画』の奉仕係の事業計画(館外奉仕)では，「読書普及の推
進」が目標として挙げられ，その中に「公民館，ＮＢＣ(新潟ブッククラブ)との協力提携」
が盛り込まれている１２６。 
1964 年に新潟県図書館協会の会則が改正され，新たに公民館その他の読書施設が加入で
きるようになった。協会報の 20 号によれば，当時の県立図書館長である長嶋の尽力による
ものだったことが伺える１２７。 
 
(5)図書館未設置自治体を対象とした図書館設置への働きかけ 
1964 年度の『運営方針と重点事業』には「図書館の現況と長期計画」が附されており，
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その中で新潟県の図書館事業の現況として，図書館法に示された望ましい基準に対して，
県立図書館を含む県内図書館が最低基準にすら到達していないことを指摘している。また
県内市町の図書館設置率についても全国の平均を下回っており，解決の方向として「未設
置の 9 市(糸魚川市，新井市，十日町市，小千谷市，栃尾市，見附市，五泉市，村上市，両
津市)に図書館の設置を促進することが緊要である。町村にあっては既設図書館の整備充実
を図るとともに公民館図書部の協力提携を密にし，図書館網の整備充実を図るとともに漸
次町村立公共図書館設置の気運を醸成することが必要である。」と述べている１２８。 
1965 年度には新潟県立図書館によって，当時の新井市と十日町市に対して「図書館未設
置市設置促進現地調査」が行われている。同調査は図書館未設置自治体の公民館に赴き，
公民館職員から事情を聞きだし，図書館設置に当たって障害となるものについて調査して
いる１２９。また 1967 年度にも両津市に対して同様の調査が行われている。 
1966 年度の県図書館協会委員連絡協議会で，図書館未設置市長，市議会議長，並びに教
育長に対し，新潟県図書館協会長(新潟県立図書館長)本間敏雄名義で市立図書館の設置およ
び新年度予算における図書購入費の増額について要望書を送っている１３０。 
1967 年度の『運営方針と重点事業』には，重点事業の一つに「未設置市の図書館設置促
進と資料費増額要望」が含まれており，実施計画では初めて「未設置市に対する図書館設
置促進，研究調査」が庶務係の業務の中に盛り込まれている１３１。また同年の『教育月報』
12 月号内「公共図書館の進む方向」で県立図書館が読書活動の全県的な高まりに必要な市
町村立図書館設置率の低さを新潟県内図書館事情の課題として挙げている１３２。他にも同年
度，新潟県立図書館によって第 1 回未設置図書館設置推進現況調査が行われ，地元関係者
と意見交換がなされた１３３。 
 
 以上より，この時期における新潟県立図書館の市町村支援については以下の特徴が挙げ
られる。 
 方針では，全県の公共図書館及び読書施設の積極的育成指導や県内図書館網の整備充実，
間接サービス等の市町村支援の重要性が述べられるようになった。しかし年報や『新潟県
公共図書館計画策定報告書』では具体的な市町村支援機能については述べられていない。 
間接サービスについては，この時代の終盤の年報に協力レファレンス件数と相互貸借数
が出てきているが，両方とも現在と比べると非常に少数であり，また市町村支援としてで
はなく，レファレンスとしての側面が強い。 
図書館の発展への支援については，図書館未設置自治体を対象とした図書館設置への働
きかけが，庶務課の業務に加わったり，県図書館協会で図書館設置の要望書を出したりす
るなど，積極的に行われている。また研修機能も，部門別になる研修が開催されるなど積
極的に行われている。 
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4.4 新潟県立図書館における県立図書館論の萌芽期(1970-1976) 
本節では，1970 年度から 1976 年度までの新潟県立図書館市町村支援について，方針と
具体的なサービスの変遷をまとめ，その時代の特徴を考察する。 
 
4.4.1 基本方針と重点事業 
1970 年度の『運営方針と重点事業』によれば，県立図書館の基本方針は 1969 年度から
引き続き，次のとおりである。 
    図書館法及び本県教育施策の大綱に基づき，図書館資料の収集整備につとめ，社会
情勢に即応する，より積極的・合理的な図書館奉仕業務の徹底を期するとともに，県
内図書館網の充実を図り，相提携して県民の教育・文化の向上に資する。 
また重点事業には「読書普及活動の推進」が盛り込まれ，その内容について自動車文庫で
各市町村立図書館が面倒を見ることができない地域および図書館未設置市町村における読
書グループ，団体等に対して貸出を行う旨が書かれている１３４。 
 同年度の協会報の 43 号内「県図書館協会事業の回顧と抱負」で，県立図書館長の黒崎が
新潟県の自然的悪条件を克服しつつ，読書普及運動を推進するための方策について記述し
ている。黒崎は読書普及運動のために市町村立図書館の設置と，市町村立図書館と公民館
図書部との積極的な協力体制の必要性を主張している１３５。 
1975 年度には，公共図書館・公民館図書室等がなく図書を求めること困難な農山村地域
の多さを背景として，新たに普及課が設けられている。普及課の主な業務は①館外用図書
の選択，受入，②自動車文庫，貸出文庫，児童文庫の運営，③読書グループの育成，④分
館及び配本所資料配布，⑤県読書推進運動協議会関係業務であり，これまでの奉仕課内の
館外奉仕係が独立した形となっている１３６。 
1976 年度の重点事業のうち「全県読書普及活動の推進」について自動車文庫等の団体貸
出を挙げて，「これらの図書館サービスが，市町村自体の働きとして定着するよう，公民館
図書室への図書一括貸出しによる，物的・技術的援助に移行するよう努力したい」と述べ
ており，利用者への直接サービスから公民館図書室を通じた間接サービスへの移行が伺え
る。そして具体的な事業として「公民館図書室への援助」を最初に挙げている１３７。 
 また同年度の『新潟図書館協会報』71 号内「図書館雑考」で県立図書館長の伊藤が県立
図書館のあり方について，参考図書館・市町村立図書館への協力館とする「機能分化論」
と，公立図書館の絶対数の少なさを補うために分館や移動図書館等で直接サービスを行う
「量的整備論」を挙げている。そしてどちらにも偏らず，「機能分化論」の視点にたった，
組織的計画的な「量的整備論」の必要性を主張している１３８。 
 
4.4.2 間接サービス 
本項では 1970 年度から 1976 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち間接サ
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ービスについて具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
 
(1)協力貸出(質的補完) 
1970-1976 年の期間の県内図書館・公民館に対して行った協力貸出の件数を以下の表 4 に
示す。1973 年度と 1975 年度の協力貸出の指標内に公民館への貸出冊数は無く，「その他」
の項目(それぞれ 129 冊，53 冊)に含まれているものと考える。なお，この指標は「参考事
務」の項目の中に記載されている。 
 1971 年に新潟県内図書館間の相互貸借の規程を成文化した「新潟県図書館協会図書館資
料相互貸借規定」が施行された１３９。 
 
表 4 県立図書館論の萌芽期(1970-1976)の協力貸出冊数 
年度 図書館への貸出冊数 公民館への貸出冊数 
1970 34 冊 6 冊 
1971 58 冊 4 冊 
1972 28 冊 4 冊 
1973 43 冊 項目なし 
1974 68 冊 16 冊 
1975 96 冊 項目なし 
1976 109 冊 12 冊 
 
(2)大量一括貸出(量的補完) 
1974 年度の年報では，公民館への貸出文庫について「公民館の場合は，直接利用から地
域の読書グループへの図書供給の中継点としての間接的な利用に移行しつつあるところが
ふえており，この点からは望ましい傾向にあるといえる。」と公民館を通じた県民への間接
サービスについて言及している。そして貸出文庫等の館外奉仕利用団体の増加に伴う県立
図書館側の機動性，資料，人員の不足に対して「対策の一つとして，図書館未設置市町村
の公民館図書室を中心とした全県的な図書館網の整備を図るべく努力中である。」と述べて
おり，公民館を通じた県内ネットワークの構築についても言及している１４０。 
そして同年度より，自動車文庫についてこれまで各読書グループ代表者の元まで配送し
ていたものを，ブックモビルの駐車場を公民館等の公共機関に設定して利用団体はそこま
で来て図書の交換を行う「集約制度」を試験的に導入している。その理由として年報では，
利用団体の増加と石油価格の高騰による図書館側の人的・物的資源の不足を挙げている。   
1975 年度の年報では，公民館を通じた県内ネットワークの構築について，前年と同じよ
うに「機動性，資料，人員ともに不足がちな現状で，効果的な図書館サービスを行うには，
図書館未設置市町村の公民館図書室を拠点とした全県的な図書館網の整備と連携を確立す
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ることに努力しなければならない」と述べている１４１。また同年度の協会報の 67 号で県立
図書館長の伊藤が「長期一括貸出し等の実施によって，本県の図書館設置運動が新年度は
本物になるよう期待してやまない。」と述べており，「長期一括貸出」サービスに対して大
きな期待を寄せていたことが伺える１４２。また同年度，自動車文庫・貸出文庫の利用団体の
うち，地域団体と学校ＰＴＡ読書団体が減少しており，その原因として①地域団体が持つ
組織の脆さと世話役を中心とした同好会的性格による図書館や公民館のようなキメ細やか
なサービスができないこと，②学校ＰＴＡ読書団体の構成員のパートタイム等の就労人口
の増加，③集約制度の実施を挙げている。この辺りに利用団体への直接サービスの限界を
県立図書館側が感じていることが伺える。また前述の「公民館図書室への援助」事業の一
環として，中越・下越の公民館各 1 館に対して「長期一括貸出」サービスを実施している。
同サービスは貸出期間を 1 回につき 6 か月，貸出冊数を当該自治体の人口 10,000 人辺り最
低 200 冊(ただし県立図書館が自動車文庫や貸出文庫により貸出していた実績冊数を勘案す
る)としており，また継続年限を 1 館につき 3 か年と定めた１４３。 
1976 年度に「長期一括貸出」サービスが本格的に施行された。同サービスは公民館及び
人口 5 万人以下の市町立図書館を対象として，貸出期間を 1 回につき 6 か月，貸出冊数を
200～1000 冊としている１４４。一方で自動車文庫・貸出文庫の利用団体が前年より大きく
減少した。その原因として年報は，ブックモビルが直接利用団体代表者の家に行くのでは
なく，公民館等の駐車場へ行きそこで各利用団体に引き渡す「集約制度」の導入や，「長期
一括貸出」サービス導入による利用団体の公民館等への吸収が挙げられている。復刊した
『みずほ』33 号では，自動車文庫から「長期一括貸出」サービスに移行する理由として，
(1)県立図書館が市町村立図書館の補完的なサービスをすべきであること，(2)県立図書館が
直接サービスを行うことで市町村が県に依存してしまうこと，(3)年々増加する読書グルー
プに対して県立図書館だけでは対応できないことが挙げられている１４５。 
 
(3)協力レファレンス 
1970-1976 年の期間の県内図書館から受け付けた協力レファレンスの件数を以下の表 5
に示す。なお，この指標は「参考事務」の項目の中に記載されており，図書館と公民館の
区別はされていない。現在の協力レファレンス件数と比べると多くはないが，受付件数，
依頼件数共に 1974 年度から増加してきている。これは 1972 年度から重点事業に「調査相
談業務の充実強化」が加わり，複写業務のサービス体制やレファレンスツールなどの整備
が進められたことが要因であると考える１４６。 
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表 5 県立図書館論の萌芽期(1970-1976)の協力レファレンス件数 
年度 受付件数 
1970 42 件 
1971 66 件 
1972 78 件 
1973 126 件 
1974 155 件 
1975 162 件 
1976 207 件 
 
(4)デポジット(保存機能) 
1975 年度に新潟県図書館協会によって「雑誌の収集保存等に関する取扱い要領」が作成
され，同年から実施された。同要領では，新潟県内の公共図書館または公民館図書室にお
ける雑誌の収集及び保存についての協力方針を定めて，図書館活動の健全な発展に資する
ことを目的としている。また雑誌の収集・保存基準として，市町村立図書館は「地域に関
係のある総合誌，同人誌及び郷土研究誌」を，県立図書館は「各部門の代表的な専門誌，
学術誌，図書館関係誌及び郷土関係誌」を収集・保存することとしている。また廃棄の際
には雑誌名を各図書館に通知して希望した図書館に供与する旨が記述されている１４７。 
1976 年度には「雑誌の収集保存等に関する取扱い要領」に沿って雑誌の廃棄と受入が行
われ，県立図書館は安田町図書館へ雑誌 9 誌を譲り，六日町図書館から雑誌 6 誌を受け入
れている。 
 
4.4.3 発展への支援 
本項では 1970 年度から 1976 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち県内市
町村立図書館の発展への支援について具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
  
(1)市町村立図書館への助言・情報提供 
 1971 年度に県立図書館から『新潟県公共図書館逐次刊行物総合目録 補遺』１４８が発行
され，県内図書館等に配布された。同書は新潟県内の公共図書館の雑誌等の所蔵状況につ
いて整理されている。 
 1972 年度より毎年度もしくは隔年度の頻度で県立図書館から『新潟県行政資料目録』１４９
が発行され，県内図書館等に配布された。同書は新潟県の行政関係資料を整理したもので，
1981 年まで発行が続けられている。 
 1973 年度に県立図書館から『新潟水俣病関係文献目録』１５０が発行され，県内図書館等
に配布された。同書は新潟水俣病に関する図書や雑誌，パンフレットを整理している。 
52 
 
1974 年度の県立図書館の重点事業に「新潟県郷土資料総合目録追補版の編集」が挙げら
れた。県立図書館は県内公共図書館等の協力を得つつ編集を進め，1976 年度に『新潟県郷
土資料総合目録  第 2 集』１５１を発行し，県内図書館等に配布した。同書は『新潟県協会報』
59 号より，新潟県図書館協会による図書館協力事業の一環として行われていたことがわか
る１５２。 
1976 年度から県立図書館から『にいがた―新潟県立新潟図書館報―』が概ね 1 年に 1 冊
の頻度で発行され，県内図書館等に配布された１５３。同書は『みずほ』と『資料情報』の両
紙が吸収された形となっている。 
 
(2)図書館サービスの調査・研究・モデル的機能 
 同時代に行われた県内図書館職員向けの研修会について，主な内容をまとめたのが以下
の表 2 である。なお，年報等では年度によって研修会の内容をどこまで記載するかが異な
るため，全ては網羅できていない。また 1975 年度の 10 月以降，1976 年度は年報等に記載
は見られなかった。 
1970 年度に県立図書館で新潟県内の図書館網の確立に際して，各拠点が持つべき最適設
置規模などを考察することを目的として調査が行われている。同調査では県内図書館未設
置市町村の公民館や市町村長に対して質問紙を送付し，公民館図書室の活動や住民のニー
ズを調査している。そして調査の結果をまとめ，『図書館網の構成についての基礎研究 1』
１５４を発行している。 
 1971 年度にも同様の調査が行われ，その結果をまとめて『図書館網の構成についての基
礎研究 2』１５５が発行されている。同書は『図書館網の構成についての基礎研究 1』と比
べて公民館図書室の活動を多く取扱い，事例紹介を行いながら整理している。 
 
(3)職員研修機能 
1970-1976 年の期間に行われた県内図書館職員向けの研修会についてまとめたのが以下
の表 6 である。なお，年報等では年度によって研修会の内容をどこまで記載するかが異な
るため，全ては網羅できていない。前の時代区分に引き続き，部門ごとの研修会が開催さ
れている。 
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表 6 県立図書館論の萌芽期(1970-1976)の研修会 
研修会名 内容例 開催年度 
県下公共図書館奉
仕部門研究集会 
「児童に対する図書館奉仕はどのように進めたらよい
か」 
1970-1976 
県下公共図書館整
理部門研究集会 
「整理基準(目録・分類)について」 1970-1976 
県下公共図書館総
務部門研究集会 
「図書館資料の相互貸借の統一化と事務の合理化につ
いて」 
1970-1976 
県下公共図書館移
動図書館研究集会 
「移動図書館の今後の方向づけについて」 1970-1976 
新潟県図書館運営
研究会 
「図書館，公民館図書室の充実をはかるにはどうしたら
よいか」 
1970-1976 
新潟県図書館研究
大会 
「望ましい読書週間を育てるために学校・家庭ではどの
ようにしたらよいか」 
1970-1976 
県下公共図書館・
公民館図書部(室)
研究実績発表会 
「新津郷土情報索引について」 1970-1976 
市町村公民館図書
部職員実務研究会 
「公民館図書室における整理事務について」 1970-1976 
上越地区公共図書
館，公民館図書部
職員研究集会 
「今後の児童対策について」 1970 
 
(4)ネットワーク構築 
 上記にもあるように，1970 年度の協会報の 43 号内「県図書館協会事業の回顧と抱負」
で，県立図書館長の黒崎が読書普及運動のために市町村立図書館と公民館図書部との積極
的な協力体制の必要性を主張しており，県内公民館図書部に対して県図書館協会への加入
を求めている１５６。 
 1971 年度は新潟県図書館協会により，相互貸借資料の取り扱いの統一と利便性を高める
ために，新潟県内図書館間の相互貸借の規程を成文化した「新潟県図書館協会図書館資料
相互貸借規程」が作成された１５７。 
また 1975 年に新潟県図書館協会によって作成された「雑誌の収集保存等に関する取扱い
要領」１５８によって県内公共図書館間の雑誌の相互貸借についても規程が作られた。また同
年度に発行された『図書館網の構成についての基礎研究 1』では，今後の県内図書館の相
互協力の具体案として「資料の不足を補完するための相互協力」と「レファレンス・サー
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ビス活動の中継点となりうる町村の人的組織の確立」が挙げられている１５９。 
 
(5)図書館未設置自治体を対象とした図書館設置への働きかけ 
1969 年度から引き続き，未設置市に対する図書館設置の促進が庶務係の業務として位置
付けられている。しかし 1971 年度からは庶務課の業務には未設置市に対する図書館設置の
促進は入っていない。 
 1971 年度に新潟県図書館協会長兼新潟県立図書館長の伊藤が新潟県教育委員会に対して
「市立図書館設置促進に関する陳情」を提出している１６０。 
 
以上より，この時代における新潟県立図書館の市町村支援については以下の特徴が挙げ
られる。 
 この時代の新潟県立図書館の方針では，読書普及事業の中で前時代の『新潟県公共図書
館計画策定報告書』で指摘された市町村立図書館の設置率の低さを克服するために，市立
図書館の設置が挙げられている。そのために普及課が新設されたり，図書館未設置自治体
に対する自動車文庫の運行の推進などが行われたりしている。また後半からは読書普及事
業の中で公民館を通じた間接サービスの重要性が挙げられている。 
間接サービスについては，この時代の後半から読書普及事業の中で増えすぎた自動車文
庫の利用増加による人員等の不足を補うために公民館に対しての「長期一括貸出」サービ
スが開始された。協力貸出や協力レファレンスは，その数は増えてきているものの，まだ
現在と比べると少数であり，レファレンスサービスの一環として扱われている。またこれ
まで挙げられなかった保存機能(デポジット機能)が新潟県図書館協会によって言及される
ようになってきた。   
図書館の発展への支援については，主に市町村への情報提供とネットワーク構築が見ら
れる。また新潟県内図書館所蔵資料の総合目録や新潟県立図書館所蔵資料の郷土関係資料
の目録を発行し，県内図書館に配布するなど，情報の提供が積極的に行われている。『図書
館網の構成についての基礎研究 1』では，今後の県内図書館の相互協力の具体案として「レ
ファレンス・サービス活動の中継点となりうる町村の人的組織の確立」が挙げられており，
目録の発行・配布はその一環であると考えられるが，1972 年度から重点事業に挙げられた
「調査相談業務の充実強化」の側面もあると考えられる。ネットワーク構築も新潟県図書
館協会を中心に相互貸借や資料の分担収集・保存などの規定が定められ，新潟県内の図書
館網の構築が進められている。 
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4.5 新潟県立図書館における新潟県立図書館における形成期(1977-1989) 
本節では，1977 年度から 1989 年度までの新潟県立図書館市町村支援について，方針と
具体的なサービスの変遷をまとめ，その時代の特徴を考察する。 
 
4.5.1 方針と重点事業 
1979 年度から基本方針が大きく改変され，次のとおりになった。 
  「図書館の図書館」として，市町村立図書館の補完的役割を果たす参考調査館として
各種資料の収集整備並びに職員・施設の充実を期するとともに，県内図書館の中心と
なって，諸目録の作成，情報の作成配布，職員の研修等の相互協力を促進して，図書
館奉仕機能の増大を図る１６１。 
これまでと比べて「図書館の図書館」としての役割が重要視され，またこれまでの「長期
一括貸出」サービス以外にも目録の作成や職員研修などの市町村支援事業が挙げられてい
る。しかし重点事業については大きな変化は見られない。 
1980 年度の基本方針は少し改変され，次のとおりになった。 
  「図書館の図書館」として，市町村立図書館を補完する参考調査館としての機能充実
につとめるとともに，図書館法制定 30年を契機に図書館相互の協力を一層緊密にして，
公共図書館の振興をはかり，新館建設の早期実現を促進する１６２。 
また同年度に騒音や敷地面積の狭さから，県立図書館を新たに県庁の議会庁舎内に改築移
転する案が県知事から出された。その際に県下図書館運営研究会では「県立図書館の改築
に関して，市町村図書館・公民館側の要望事項について」を議題として，県立図書館の市
町村支援機能に対して市町村立図書館側から次の要望が出された１６３。 
  ・館外奉仕活動を一層強化し，県内の図書館未設置市町村の段階的解消をはかるよう
図書館設置気運を醸成し，図書館網の整備を図る。 
  ・県下公共図書館職員の資質向上をはかるため，研修機能を持つこととしたい。 
なお，県立図書館の改築案はその後撤回されている。 
 1981 年度以降も，新館建設を構想するために新潟県教育委員会を中心に関係職員等から
なる検討会等を設け，あわせて講演会，先進地視察を実施する等，様々な角度から調査研
究を行い，整備構想を模索した。その結果，1985 年度までに次の(1)～(3)の取りまとめが出
された１６４。 
(1)「新県立図書館に向かっての現状分析等調査報告書」 
 新館建設に当たっての県内図書館の現状について分析を行っている。 
(2)「新しい県立図書館について」 
 (1)の現状分析を踏まえ，新県立図書館の基本的機能の在り方を整理している。 
(3)「新潟県立図書館整備構想策定についての考え方」 
 (2)を踏まえ，県立図書館整備構想の骨格を形成する基本的事項を，情報化への対応の観
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点から再整理している。 
以上のような検討経過を踏まえ，1986 年度に新潟県教育委員会から『新潟県立図書館整
備構想』１６５が発行された。同整備構想では，県立図書館の問題点として(1)市町村立図書
館等との機能分担が不徹底であるために機能の重複・競合が生じていること，(2)専門的な
資料の少なさ等により県民に提供で飽きる情報の量と質に限界があることなどが挙げられ
ている。また県内図書館活動の問題点として(1)図書館設置率の低さ，(2)資料費等の少なさ，
(3)県立図書館と市町村立図書館の協力関係が一方的であることなどが挙げられている。そ
の解決を図るために，県立図書館の基本的なあり方について，市町村等との役割分担，関
係諸機関との連携(新潟県図書館等情報ネットワークの構築)，最新情報関連技術の導入の 3
点を実行することにより，県立図書館の基本的使命である全県民への均質・高度な情報サ
ービスの提供を行うとしている。また県立図書館の基本的機能としては次の 2 点を挙げて
いる。 
 (1)図書館サービスを行う主体としての機能 
(2)図書館サービスの調整を行う機能 
このうち，(1)については，その中にさらに次の 4 点が挙がられている。 
① 情報センターとしての機能 
② 調査・研究センターとしての機能 
③ 資料保存センターとしての機能 
④ 郷土資料センターとしての機能 
そして以上の機能を実行するための県立図書館の整備の方向として「図書館ネットワーク
形式とコンピュータ・システムの導入」と「県立図書館の運営体制と施設の充実」を挙げ
ている。また新たな県立図書館の特色の中で市町村支援について「市町村立図書館等との
役割分担を明確に行うとともに，図書館ネットワークの形成による県内の情報資源の共有
化を進め，県民への情報サービスの飛躍的向上を図る。」を挙げている。 
 1987 年度には『新潟県立図書館整備構想』を踏まえ，新県立図書館の具体的な施設のあ
り方を示した『新潟県立図書館整備基本計画』１６６が新潟県教育委員会から発行された。 
 
4.5.2 間接サービス 
本項では 1977 年度から 1989 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち間接サ
ービスについて具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
 
(1)協力貸出(質的補完) 
1977-1989 年の期間の県内図書館及び公民館に対して行った協力貸出の件数を以下の表
7 に示す。なお，この指標は「参考事務」の項目の中に記載されていたが，1982 年度の年
報から「図書館間相互協力」の項へ移動している１６７。1982 年度以降，貸出冊数は増加し
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ているが，現在と比べると少量である。 
1986 年度に発行された『新潟県立図書館整備構想』では「第 4 章 市町村に対する協力・
援助の強化の方向」内で新県立図書館が行う市町村支援機能が述べられているが，その中
で協力貸出については述べられていない１６８。しかし 1987 年度に発行された『新潟県立図
書館整備基本計画』では，「長期一括貸出」制度に代わり，市町村の図書館活動の独自性を
促す相互貸借制度を推進するとしている。そして相互貸借制度の推進によって，市町村図
書館活動の自主的な基盤整備に協力・支援しつつ，市町村における情報提供能力を図ると
している１６９。 
 
表 7 県立図書館論の形成期(1977-1989)の協力貸出冊数 
年度 図書館への貸出冊数 公民館への貸出冊数 
1977 72 冊 4 冊 
1978 34 冊 6 冊 
1979 58 冊 4 冊 
1980 28 冊 4 冊 
1981 85 冊 16 冊 
1982 234 冊 28 冊 
1983 112 冊 41 冊 
1984 119 冊 45 冊 
1985 210 冊 21 冊 
1986 108 冊 19 冊 
1987 130 冊 47 冊 
1988 205 冊  83 冊 
1989 198 冊 57 冊 
 
(2)大量一括貸出(量的補完) 
 1977-1989 年の期間の県内図書館及び公民館に対して行った「長期一括貸出」サービス
の図書館・公民館数と貸出冊数を以下の図 14 に示す。なお，この指標は「参考事務」の項
目の中に記載されていたが，1982 年度の年報から「図書館間相互協力」の項へ移動してい
る１７０。 
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図 14 1977-1989 年の「長期一括貸出」サービスと貸出相手館数の変遷 
 
1978 年度は貸出先の図書館・公民館数が増加しているのに対して貸出冊数は 5，5％増と
伸び悩んでいる。その原因として年報では，①これまで館内児童資料室所蔵の児童書を貸
出していたところを，新たに「長期一括貸出」用児童書を購入して貸出するようになった
こと，②図書の購入先を日本図書館協会に変更したことに伴い 1 館辺りの貸出冊数を 150
～800 冊減らしたことを挙げている１７１。 
1983 年度には，これまで「長期一括貸出」サービスと並行して行っていた自動車文庫が，
「長期一括貸出」の導入により利用者が激減したため廃止された１７２。 
1986 年度から「長期一括貸出」制度の見直しが行われた。その原因として 1995 年度に
発行された『新潟県図書館白書 1995』１７３では，「長期一括貸出」サービスを長期間行って
きたことにより，その効果が着実に表れた反面，一部の図書館・公民館図書室が「長期一
括貸出」サービスに頼り切るという状況になってきたことが挙げられている。貸出期間を 6
か月から 1か年と延長する一方で，図書貸出冊数の上限を図書館設置予定の市には 8000冊，
町村には 3000 冊，またそれ以外の市町村について人口 15,000 人以上の自治体は 2000 冊
まで，人口 8000 人以上 15000 未満の自治体は 1000 冊までとした。ただし人口 8000 人未
満にはただし最低 500 冊の貸出を保障している。継続年数は，図書館設置予定の自治体は 5
か年，その他の市町村は 3 か年とした。そして 3 年の間に公民館図書室等の資料費の水準
ＵＰや施設の充実，図書館の設置に至ったところも効果的に図書館設置の気運が高められ
た。 
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同年度に発行された『新潟県立図書館整備構想』では「第 4 章 市町村に対する協力・
援助の強化の方向」内で，「長期一括貸出」制度について一層強化するなどの運用の改善を
行うとしている１７４。しかし 1987 年度に新潟県教育委員会から発行された『新潟県立図書
館整備基本計画』では，「長期一括貸出」制度から相互貸借制度への再編整備の必要性が述
べられた１７５。 
 
(3)協力レファレンス 
 1977-1989 年の期間の県内図書館に対して行った協力レファレンスの件数を以下の表 8
に示す。公民館への協力レファレンスの件数の項目は見られない。なお，その指標は館外
奉仕の項目にあったが，1982 年度の年報からは「図書館間相互協力」の項へ移動している
１７６。 
 
表 8 県立図書館論の形成期(1977-1989)の協力レファレンス件数 
年度 図書館への協力レファレンス数 
1977 115 件 
1978 101 件 
1979 153 件 
1980 217 件 
1981 251 件 
1982 239 件 
1983 255 件 
1984 326 件 
1985 222 件 
1986 263 件 
1987 177 件 
1988 195 件 
1989 416 件 
 
(4)デポジット(保存機能) 
1980 年に新潟県図書館協会から「新潟県図書館資料整備実施要網(案)」が出され，各種
資料の収集・保存等について市町村立図書館と県立図書館での役割の分担が示された。第 5
条(資料の保存)の基本方針で「県立図書館は，効率的な相互利用の促進のために，地域の保
存資料館として，集中保存管理に努めることとする。」としている。また第 8 条(廃棄資料の
扱い)では，市町村立図書館が資料を廃棄する際には県立図書館に通知を行い，県立図書館
は該当資料について重複等を点検した上で受入するように述べている１７７。 
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1986 年度に県内司書会議で「雑誌の収集保存分担に関する覚書案」が作成され，同年度
「雑誌の収集保存分担に関する覚書」が新潟県図書館協会から出された。同覚書では県内
各図書館で一般雑誌の収集・保存を分担し，県立図書館はその調整を行うこととなってい
る１７８。 
1988 年度に発行された『新潟県立図書館整備基本計画』内「図書館ネットワーク整備計
画」では，県立図書館が資料の収集・保存分担を次のとおり行うことが述べられている。 
県立図書館の資料収集分野は，県民の高度・専門的な資料要求に対応するために，
主に専門分野の資料，県・国の行政資料，マイクロ資料等に力点を置くとともに，市
町村の出版情報や資料収集に関する情報の底角・迅速な把握に努めるものとする。 
   資料の保存に関しては，専門図書等の補充に有用な資料を市町村の求めに応じて選
択保存するとともに，効率的な相互利用を促進するために，総合目録データベースの
活用等により，市町村における重複保存を避ける等市町村の保存管理に協力するもの
とする１７９。 
また同年度に定められた「新潟県図書館公民館ネットワーク整備実施要綱」でも，第 4 条
「資料の収集及び保存の分担」で県立図書館と市町村立図書館等が相互の役割をふまえ，
効率的な資料の収集及び保存を図るため，資料の種別により分担して資料の収集及び保存
を図ることとされている１８０。 
  
4.5.3 発展への支援 
本項では 1977 年度から 1989 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち市町村
立図書館の発展への支援について具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
 
(1)市町村立図書館への助言・情報提供 
 1977 年度から移動図書館みずほ号の機関紙『みずほ』が復刊されている。同紙は元々自
動車文庫でみずほ号を使用していた時に発行されていた機関紙であったが，『にいがた―新
潟県立新潟図書館報―』の発行に合わせて休刊していた。しかし「長期一括貸出」サービス
が開始されるに当たって復刊された。また同年から県立図書館は『新潟県関係新聞記事索
引』１８１を発行している。同書は『新潟日報』等の 5 紙を対象として，その年度の新潟県に
関係した記事の中から重要と思われるものを選択し，NDC に従って分類・整理したもので
1990 年度まで発行されている。 
1978 年度から年報内の普及課の業務に「市町村の図書館活動の育成」が加わり，その中
には「図書館・公民館図書室の運営に関する助言指導」が盛り込まれている１８２。 
1980 年に出された「新潟県図書館資料整備実施要網(案)」では，第 11 条(情報の交換)で
市町村立図書館が提出した郷土資料や行政資料等の収集リストを基に書名・著者目録を作
成するように述べられている１８３。 
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1986 年度には県内 2 市 1 町の公共図書館，公民館図書室複数館に対して巡回指導が行わ
れている。また 1987 年度には 6 市 1 町 1 村の公共図書館，公民館図書室複数館に対して行
っている。 
 
(2)職員研修機能 
 1977-1989 年の期間に行われた県内図書館職員向けの研修会についてまとめたのが以下
の表 9 である。なお，年報等では年度によって研修会の内容をどこまで記載するかが異な
るため，全ては網羅できていない。部門ごとの研修会のうち，移動図書館部門，総務部門
の研修会が見られなくなっている。また地域を限定した公民館図書室職員向け研修会が見
られる。 
1978 年度から普及課の業務に「市町村の図書館活動の育成」が加わり，その中には「図
書館・公民館職員研修会の開催」が盛り込まれている。1979 年度から「公民館図書室職員
実務研修会の開催」と公民館図書室の職員に限定した内容に変わっている１８４。 
1987 年度に新潟県教育委員会から発行された『新潟県立図書館整備基本計画』では，新
館に設けられた研修室やホール，総合データベースセンター等の最先端施設や各種ニュー
メディア等を市町村職員に対して積極的に提供することで図書館等の情報化を促進すると
ともに，情報化に関連する各種講座・学級等を展開し，県民の情報活用能力の向上を図る
としている１８５。 
 
表 9 県立図書館論の形成期(1977-1989)の研修会 
研修会名 内容例 開催年度 
県下公共図書館・公民館図
書室児童部門研究集会 
「児童に対する図書館奉仕について」 1977-1989 
県下公共図書館・公民館図
書室整理部門研究集会 
「日本目録規則の改正点」 1977-1989 
県下公共図書館・公民館図
書室奉仕部門研究集会 
「予約図書の取扱い」 1977-1989 
図書館運営研究会 「新潟市立図書館の現状と将来計画について」 1977-1989 
公民館図書室職員実務研究
会 
「図書の選定」 1977-1989 
図書館職員研修会 「公共図書館業務の機械化について」 1977-1989 
公共図書館・公民館図書室
研究実績発表会 
不明 1977-1989 
新潟県図書館研究大会 「公共図書館と学校図書館の連携提携のため
に」 
1977-1989 
62 
 
上越地区公民館図書室職員
実務研修会 
不明 1985 
上中越地区公民館図書室職
員実務研修会 
不明 1986 
下越佐渡地区公民館図書室
職員実務研修会 
不明 1986 
 
(3)ネットワーク構築 
1987 年度に策定された『新潟県立図書館整備基本計画』により，県立図書館を核とする
「図書館ネットワーク整備構想」，全市町村に対するオンライン情報提供推進等が提唱され
た。同整備計画内「ネットワーク整備方針」の中では「資料・情報の共同利用」「資料取集・
保存分担」が挙げられている１８６。それを受けて県立図書館，市町村立図書館，公民館図書
室等で構成するネットワーク推進連絡会議が設置され，データベースの構築や相互貸借等
にかかわる諸問題について討議している。 
1988 年度に新潟県図書館協会により「新潟県図書館等情報ネットワーク推進大綱」が制
定された。同大綱は，新潟県図書館等情報ネットワークの推進を円滑に進め，ネットワー
クを構成する機関が保有する資料及び書誌情報等情報の有効利用を促進し，県民に対する
飛躍的なサービスを図ることを目的としている。新潟県図書館等情報ネットワークの構成
機関は県内市町村立図書館及び公民館図書室や大学図書館，試験研究機関等のうち，ネッ
トワークの趣旨に賛同した機関である。そしてネットワークの構成機関は次の事項につい
て協定等を結ぶこととしている１８７。 
(1)資料及び情報の相互利用 
(2)資料収集に関する分担，協力 
(3)資料保存に関する分担，協力 
(4)ファクシミリ・サービス 
(5)オンライン・ネットワーク・サービス 
(6)その他ネットワークの形成に必要な事項 
県立図書館の役割については「ネットワークの中心的機関として自ら各種データベースの
構築を進め，構成機関へ資料及び情報の提供を行うようとともに，構成機関の連絡調整の
役割を担うものとする。」と述べられている。「新潟県図書館等情報ネットワーク推進大綱」
の推進に当たって，県立図書館とネットワーク構成機関の市町村立図書館・公民館図書室
との間に「新潟県図書館・公民館ネットワーク整備実施要綱」が定められた。同要綱は新
潟県立図書館と市町村立図書館及び公民館の役割分担を明確にし，それぞれの役割に基づ
いて相互協力を行うことにより，図書館活動の一層の充実を図り，県民へのサービスを向
上させることを目的としている。その中で県立図書館の役割について，次のとおりに定め
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ている１８８。 
(1)高度及び専門的な資料や，市町村立図書館等で対応が不可能な資料収集及び保存に努
めること 
(2)新潟県の自然，歴史等に関する郷土資料を収集及び保存すること 
(3)市町村立図書館等相互間の連絡調整を行ない，円滑な資料及び情報の相互利用を図る
こと 
(4)大学図書館，試験研究機関等と協力し，市町村立図書館等で必要な資料及び情報の相
互利用を図ること 
(5)市町村立図書館等との協力のもとに，県内図書資料の総合目録化に努めるとともに，
情報提供の迅速化を図ること 
(6)市町村立図書館等の図書館活動の充実を図るため，情報提供活動，職員研修等への協
力に努めること 
 
(4)図書館未設置自治体への働きかけ 
1977 年度には新潟県図書館協会から知事，県教育委員会，市町村長宛てに「公共図書館
振興に関する要望書」が送付された。同要望書の内容は，知事・新潟県教育委員会に対し
ては(1)新増築図書館への施設費補助，(2)図書館購入費補助，(3)図書館未設置市の解消，(4)
県立図書館の資料費・専門職員の整備を，市町村長に対しては(1)図書購入費の増額，(2)図
書館職員の充実，(3)施設・設備の整備となっている。 
1978 年度の協会報では，新潟県図書館協会長の伊藤新作が「一番堀雑記」で県内公共図
書館の新設等が進んでいることについて「原動力とったのは，その地域の公民館(図書室)
関係者・図書館関係者と，住民の熱意である。」と述べる一方で，新潟県教育委員会に対し
て図書館設置等の行政指導をもっと積極的に行うよう指摘し，行政指導の根拠となる「新
潟県公共図書館整備計画」の作成を求めている１８９。 
1979 年度には県立図書館長羽鳥松雄による県内公共図書館の現状に関する報告の後協議
が行われ，『新潟県図書館協会委員連絡協議会』にて県内図書館の振興策について知事及び
各市町村長あてに要望書を提出した。市町村長に対しては館内図書館の施設・資料・職員
の整備等を，知事に対してはそれに加えて県立図書館の新館建設と図書館未設置市の解消
のための行政指導を要望している１９０。 
1987 年度に発行された『新潟県立図書館整備基本計画』では，市町村立図書館の設置率
の低さを問題視しつつも，図書館設置の働きかけについては今後とも継続するに留めてい
る１９１。 
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(5) 図書館サービスの調査・研究・モデル的機能 
図書館発展への支援のうち，図書館サービスの調査・研究・モデル的機能に関する記述
は同期間内の年報等では見られなかった。 
 
以上より，この時代における新潟県立図書館の市町村支援については以下の特徴が挙げ
られる。 
 この時代の新潟県立図書館の方針では，1970 年代終盤に「図書館の図書館」として市町
村支援機能の重要性が述べられるようになってきている。1980 年代からは新館建設を見据
えて，県立図書館のあり方が複数回議論された。その中で県立図書館による市町村支援機
能は，県内図書館ネットワークの形成による県内の情報資源の共有化の中に含まれている。 
間接サービスについては，「長期一括貸出」サービスがその利用館を次第に増加させてい
き，1980 年代後半の県立図書館の新館構想の中で『新潟県立図書館整備構想』でもその強
化が述べられている。しかし次年度の『新潟県立図書館整備基本計画』では廃止が述べら
れている。代わりに市町村の図書館活動の独自性を促すとして，協力貸出の推進が述べら
れている。なお，協力貸出と協力レファレンスは新たに「図書館間相互協力」の項でその
指標が表示されるようになり，参考調査機能から市町村支援機能として扱われるようにな
ったが，特に事業内容には変化が無く，実績も同じ水準を保ち続けている。 
図書館の発展への支援については，市町村への情報提供『新潟県立図書館整備基本計画』
によって県立図書館を核とする「図書館ネットワーク整備構想」が提唱され，新潟県図書
館協会の中では「新潟県図書館等情報ネットワーク推進大綱」が制定された。これによっ
て，新潟県内図書館等情報ネットワークの整備が本格的に始まったと言える。 
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4.6 新潟県立図書館における県立図書館論の定着期(1990-2005) 
 本節では，1990 年度から 2005 年度までの新潟県立図書館の市町村支援について，方針
と具体的なサービスの変遷をまとめ，その時代の特徴を考察する。 
 
4.6.1 市町村立図書館支援の方針と重点事業 
1991 年度から，「長期一括貸出」サービスなどを担当していた普及課が無くなり，連携協
力等を企画協力課が引き継ぐ形になった。 
1992 年に新館が完成し，協会報の 133 号ではその紹介がされている１９２。そこで県立図
書館の今後の基本方針として(1)(市町村との)機能分担の明確化，(2)図書館資源の共有化を
挙げており，同基本方針のもとに「新潟県図書館等情報ネットワークを推進する中核的機
関として，ネットワーク構成機関の有機的運営を図るため，総合目録の作成，相互貸借，
保存分担等に関して調整を行う機能を持ち，総合的な県内図書館活動全体の水準向上と活
性化を指向するものである」としている。なお，新館の完成を以て，「新潟県立新潟図書館」
は「新潟県立図書館」と改称している。 
1996 年度から再び年報に方針が載るようになった。1996 年度の方針は次のとおりである。 
県立図書館の文献情報の蓄積を基盤として，最新の情報関連技術の導入により，資
料・情報の積極的活用を図るとともに，県内市町村立図書館や大学図書館等をはじめ
とした県内外関係機関とのネットワークを形成し，県民への均質かつ高度な資料・情
報の提供を指標とする図書館運営を行う１９３。 
また基本方針として次の(1)～(4)を挙げており，重点事業の中にも「図書館未設置市町村の
図書館設置促進」「新潟県図書館等情報ネットワークの推進」の市町村支援が含まれている。 
(1)情報センターとしての図書館  
(2)図書館ネットワークの調整機関としての図書館  
   新潟県図書館等情報ネットワークの推進や資料・情報の提供等図書館サービスの調
整機関として機能する。 
(3)県内市町村立図書館・公民館図書室を支援する図書館 
   資料・情報の提供や各種研修会の開催等による県内市町村立図書館・公民館図書室
に対する支援とともに，図書館設置促進をとおして県民に均質なサービスの展開を可
能とする環境を整備する。 
(4)郷土の文化，環日本海の資料センターとしての図書館 
1998 年度の年報では重点事業に「新潟県公立図書館所蔵雑誌総合目録の作成」が加わっ
ている１９４。 
2001 年度の年報では図書館ネットワークの調整機関や図書館等を支援する図書館として
の役割を果たす上の留意点として「市町村との機能分担を明確にし，児童サービスのよう
な身近なサービスは市町村立図書館，公民館図書室に委ねる。」と述べている１９５。 
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2005 年度の年報では，重点事項から「図書館未設置市町村の図書館設置促進」が消えて，
「県内市町村立図書館・公民館図書室への支援」が加わっている。一方で重点項目に「図
書館サービスの充実」が加わり，その中にはレファレンス機能や館内直接サービス，ホー
ムページ等による情報提供の充実などの直接サービスの充実が盛り込まれている１９６。 
 
4.6.2 間接サービス 
 本項では 1990 年度から 2005 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち間接サ
ービスについて具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
 
(1)協力貸出(質的補完) 
1990-2005 年度の期間の県内公共図書館・公民館図書室への協力貸出の冊数を以下の図
15 に示す。公共図書館への協力貸出の冊数は 1991 年度から 2000 年度まで急激に増加して
いる。これは県内図書館の館数が増えていることが原因の 1 つであることであると考えら
れるが，館数の増加以上の増加幅であるため他に原因があると考える。2000 年以降は上昇
が緩やかになり，2004 年には減少もしている。一方，公民館図書室への協力貸出の冊数は
1992 年度から 1997 年度まで増加した後に減少し，2005 年度には 1992 年度頃とほぼ同じ
水準にまでなっている。これは県内の公民館図書室が 1980 年頃以降急激に減少していった
ことが原因であると考える。  
1977 年度から続く新潟県図書館等ネットワークの推進の中で，1992 年度に県内図書館間
の相互貸借について基本的な規定を定めた「相互貸借に関する基本協定書」と相互貸借を
実施する上での規定を定めた「資料の相互貸借の実施に関する協定書」が同日に締結され
た１９７。 
1994 年度にネットワーク推進連絡会議で相互貸借の簡素化について議論され，1995 年に
は借受側が相互貸借時に提出する書類が一部不要になるなど手続きの簡素化が行われた
１９８。1996 年度にはさらに手続きが簡素化されている１９９。また同年「新潟県立図書館機
関貸出取扱要領」が改正され，それまで 1 度に 50 冊とされていた新潟県図書館等情報ネッ
トワーク協定館への貸出冊数の上限が無制限となった２００。 
1998 年度からリクエスト制度の試行が行われ，1999 年度から本格的に施行された。同制
度は以前から市町村立図書館から要望のあったもので，市町村立図書館からリクエストの
あった資料のうち，県立図書館の資料収集方針に合致するものを購入する２０１。 
2001 年度の年報では，基本方針の一つ「(3)県内市町村立図書館・公民館図書室を支援す
る図書館」に次の具体的な事業が付されている。 
ａ 市町村立図書館の求めに応じて，資料貸出やリクエスト制度等を通して積極的に市
町村への資料的バックアップを図る。 
また同年の業務第 1 課の業務の中に「図書館等との資料の貸借に関する事項」が盛り込ま
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れる２０２。 
2005 年度の年報では，重点事業「県内市町村立図書館・公民館図書室への支援」の具体
的な内容の中に協力貸出による市町村支援が含まれている。また同年度の別の重点事業「新
潟県図書館等の情報ネットワークの推進」でも具体的な内容として新潟県図書館横断検索
システムによる相互貸借の推進が盛り込まれている２０３。 
 
 
図 15 1990-2005 年の協力貸出冊数の変遷 
 
(2)大量一括貸出(量的補完) 
 新館建設に伴い，「長期一括貸出」サービスは 1990 年度をもって廃止されている。最後
の年度となった 1990 年度の公共図書館 6 館に対して 9150 冊，公民館 51 館に対して 26750
冊を貸し出している２０４。なお，「長期一括貸出」サービス廃止後，使われていた資料は希
望する県内公共図書館へ寄贈されている。 
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(3)協力レファレンス 
1990-2005 年度の期間の県内公共図書館・公民館図書室から受け付けた協力レファレン
スの件数を以下の表 10 に示す。なお 1994 年度から 2001 年度までの年報では協力レファ
レンスの件数は掲載されていない。また 1977 年から 1993 年までの年報では公民館から受
け付けた協力レファレンスの項目が無い。 
 
表 10 県立図書館論の定着期(1990-2005)の協力レファレンスの件数 
年度 図書館からの協力レファレンス件数 公民館からの協力レファレンス件数 
1990 419 件 掲載無し 
1991 137 件 掲載無し 
1992 465 件 掲載無し 
1993 1039 件 掲載無し 
2002 697 件 93 件 
2003 295 件 52 件 
2004 279 件 57 件 
2005 357 件 20 件 
 
2001 年度の年報では，基本方針の一つ「(3)県内市町村立図書館・公民館図書室を支援す
る図書館」に次の具体的な事業が付されている２０５。 
ｂ市町村立図書館等の所蔵する資料では対応が困難な調査相談(レファレンス)につい
て，積極的な援助を図る。 
しかし相互貸借と異なり，業務第 1 課の業務の中には図書館等に対する協力レファレンス
に関する項は見られない。 
2005 年度の年報では，重点事業「県内市町村立図書館・公民館図書室への支援」の具体
的な内容の中に協力レファレンスによる市町村支援が含まれている２０６。 
 
(4)デポジット(保存機能) 
1997 年度に行われた新潟県図書館協会評議員会で「雑誌の収集保存分担に関する覚書」
が廃止された。それに伴い，各図書館による雑誌の分担収集・保存も廃止となった２０７。 
 
4.6.3 発展への支援 
本項では 1990 年度から 2005 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち図書館
の発展への支援について具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
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(1)市町村立図書館等への助言・情報提供 
1992 年度から県立図書館による訪問相談サービスが開始された。同サービスは「長期一
括貸出」に代わる新潟県図書館等情報ネットワーク構成機関への支援事業の一環で，企画
協力課が担当した。県立図書館が年 2 回相談希望の有無について調査を行い，希望のあっ
た市町村立図書館・公民館図書室を訪問し，各種相談に対して情報提供を行っている。相
談内容としては，図書館建設，運営全般，レファレンス・データベース，システム更新，
資料管理，資料選定基準・資料廃棄基準など多岐にわたっている２０８。なお，訪問相談の件
数は 2002 年度の年報から掲載されており，2002-2005 年の間の公共図書館・公民館の訪問
相談件数は以下の表 11 のとおりである。協力貸出や協力レファレンスと比較すると，公共
図書館と公民館図書室の数値の差が小さく，公民館図書室の需要は高いと考える。 
 
表 11 県立図書館論の定着期(1990-2005)の訪問相談の件数 
年度 公共図書館への訪問相談 公民館図書室への訪問相談 
2002 13 件 12 件 
2003 9 件 13 件 
2004 12 件 7 件 
2005 9 件 5 件 
 
1993 年度より県立図書館から『にいがた―新潟県立図書館報―』２０９が復刊されている。
内容は主に郷土資料の紹介などである。 
 1994 年度から新潟県内の市町村立図書館向けに『協力通信』２１０を発行している。同書
は新潟県図書館等情報ネットワーク構成機関に対して，すでに発行されている『にいがた
－新潟県立図書館報－』，協会報を補完し，さらに詳細な情報を提供する目的で発行されて
いる。内容は主に県内図書館の新館建設や研修会や訪問相談等の案内，新潟県図書館等情
報ネットワークの規定等の変更点などである。 
また同年度に県立図書館から『新潟県立図書館協力ハンドブック；1994 年 4 月 1 日』２１１
が発行され，市町村等に配布されている。同書では，新潟県立図書館の市町村支援機能の
利用方法やこれまで県立図書館が発行した目録等を紹介している。また 1997 年度に規則類
の改正点を盛り込んだ改訂版『新潟県立図書館協力ハンドブック；1997 年 4 月 1 日』２１２が
発行されている。 
2001 年度の年報では，基本方針の一つ「(3)県内市町村立図書館・公民館図書室を支援す
る図書館」に次の具体的な事業が付されている２１３。 
ｄ市町村立図書館の設置及び既設図書館等への運営に関する技術的援助に重点を置い
て，アンケートによる計画な訪問相談を行う。 
2005 年度の年報では，重点事業「県内市町村立図書館・公民館図書室への支援」の具体
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的な内容の中に「訪問相談による図書館の運営やレファレンスの手法等に関する助言を行
う」が含まれている。また同年度の別の重点事業「新潟県図書館等の情報ネットワークの
推進」の具体的な内容として「ネットワーク構成館の諸データを収載した『新潟県の図書
館』を編集・発行する」と「連絡・情報紙「協力通信」を編集・発行(随時)する。」が含ま
れている２１４。 
 
(2)研修機能 
 1990-2005 年の期間に行われた県内図書館職員向けの研修会についてまとめたのが以下
の表 12 である。なお，年報等では年度によって研修会の内容をどこまで記載するかが異な
るため，全ては網羅できていない。部門ごとに行われていた研究集会が 2004 年度から年 2
回の県内公立図書館・公民館図書室職員研究集会に代わっている。 
2001 年度の年報では，基本方針の一つ「(3)県内市町村立図書館・公民館図書室を支援す
る図書館」に次の具体的な事業が付されている２１５。 
ｃ初任者研修，中堅職員研修，奉仕・児童部門，整理部門の各研究集会を通して，県
内市町村立図書館関係職員，公民館図書室職員の資質の向上を図る。また，各館長
会議をはじめとした各種会議を主催し，県内図書館における共通課題の検討，連絡
調整，情報交換等を行う。 
2005 年度の年報では，重点事業「県内市町村立図書館・公民館図書室への支援」の具体
的な内容の中に「図書館・公民館図書室職員の資質向上を図るための研修会等を開催する」
が含まれている２１６。 
 
表 12 県立図書館論の定着期(1990-2005)の研修会 
研修会名 内容例 開催年度 
県内公立図書館・公民館図書
室職員実務研修会 
「埼玉県南部市域における広域図書館サービ
スについて」 
1990-2005 
県内公共図書館・公民館図書
室等奉仕・児童部門研究集会 
「図書館利用における諸問題とその対応」 1990-2003 
県内図書館・公民館図書室整
理部門研究集会 
「図書館業務の電算化に伴う諸問題について」 1990-2003 
県内公共図書館職員研修会
及び図書館運営研究会 
「利用のための資料保存」 1990-2005 
県内公立図書館・公民館図書
室職員研究集会(年 2 回) 
「個人情報保護法と図書館サービス」 2004-2005 
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(3)ネットワーク構築 
1990 年度，新潟県郷土資料総合目録のデータベース作成作業にあたって，県立図書館が
県内の各市町村立図書館等に対して巡回相談を行い，情報交換や作業スケジュールの調整
等を行っている２１７。 
1992 年度には新潟県図書館等情報ネットワークの整備を促進する目的で，新潟県によっ
て「図書館等オンライン・ネットワーク整備事業費補助金交付要綱」が制定された。同要
綱では，市町村が県立図書館とオンライン・ネットワークを結ぶために端末機器やソフト
等の購入に要した経費に対して新潟県が補助金を出すこととされている２１８。 
2001 度の年報では，基本的方針「(2)図書館ネットワークの調整機関としての図書館」に
次のとおり具体的な事業が付されている２１９。 
ａ「ネットワーク推進連絡会議」の開催等により，県内の市町村立図書館・公民館図
書室，大学図書館，試験研究機関等で構成する新潟県図書館等情報ネットワークの
連絡調整や推進を図る。 
ｂ県立図書館の蔵書データベース，県内公立図書館郷土資料総合目録データベースの
提供や，インターネットを利用した構成機関間の資料検索，相互貸借，調査相談(レ
ファレンス)を促進することにより，情報の共有化を推進する。 
2004 年度には県立図書館ホームページに調査相談データベースが搭載され，県内図書館
等ネットワーク構成機関に公開された２２０。 
2005 年度からは県立図書館ホームページ上で，新潟県内図書館横断検索システムが公開
された２２１。同システムは 2007 年度にはほぼ全ての市町村立図書館の検索が可能になった。 
 
(4)図書館未設置自治体を対象とした図書館設置への働きかけ 
1996 年度から 2004 年度までの年報では，重点事業の中に「図書館未設置市町村の図書
館設置促進」が盛り込まれている。 
しかし 2005 年度の年報では，重点事業の中から図書館未設置自治体に対する図書館設置
への働きかけは無くなり，代わりに「県内市町村立図書館・公民館図書室への支援」の具
体的な内容の中に「市町村立図書館設置への助言・支援を行う」が含まれている２２２。 
 
(5)図書館サービスの調査・研究・モデル的機能 
図書館発展への支援のうち，図書館サービスの調査・研究・モデル的機能に関する記述
は同期間内の年報等では見られなかった。 
 
以上より，この時代における新潟県立図書館の市町村支援については以下の特徴が挙げ
られる。この時代の新潟県立図書館の方針では，新館の建設に伴い，(1)県立図書館と市町
村立図書館との機能の分化と(2)大学図書館等も含めた広域な県内図書館ネットワークの中
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での情報・資料の共有の 2 つが基本方針として挙げられている。重点事業も図書館未設置
自治体への図書館設置促進や，『新潟県公立図書館所蔵雑誌総合目録』の作成などの県内ネ
ットワークの推進につながるものが見られる。 
間接サービスについては，県内図書館ネットワークの中で「相互貸借に関する基本協定
書」や「資料の相互貸借の実施に関する協定書」の相互貸借の規定を定めたり，県立図書
館の相互貸借規定の緩和を行ったりなどしたため，市町村立図書館への協力貸出の冊数は
急激に増加している。また協力レファレンスは，年報等では市町村支援機能の 1 つとして
挙げられているが，県立図書館による具体的な動きは無く，その件数も年度によってまち
まちである。またデポジット機能も年報等では県立図書館の基本方針の中に含まれている
が，「雑誌の収集保存分担に関する覚書」が廃止され，また県立図書館の取組も特別見られ
ない。 
図書館の発展への支援については，訪問相談が始まり県内の複数の公共図書館・公民館
図書室で利用されているが，1990 年度で「長期一括貸出」制度が廃止され，みずほ号で直
接公共図書館・公民館図書室を尋ねて情報交換する機会が無くなったために，その代行と
して行われたと考える。その他にも県内図書館ネットワークを推進するための各情報誌が
県立図書館から多く発行され，公共図書館・公民館図書室などに配布されている。ネット
ワークの構築については，前述の相互貸借の規定などの規則面や端末機器などの設備面で，
オンラインで結ばれた新潟県図書館等情報ネットワークの整備が進められ，1998 年度に誕
生した県立図書館のホームページもネットワークのツールの 1 つとして使われている。 
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4.7 新潟県立図書館における県立図書館論の見直し期(2006-2012) 
 本節では，2006 年度から 2012 年度までの新潟県立図書館の市町村支援について，方針
と具体的なサービスの変遷をまとめ，その時代の特徴を考察する。 
 
4.7.1 市町村立図書館支援の方針と重点事業 
2006 年度に新潟県立図書館は貸出冊数の減少などの利用低迷を指摘され，有識者による
魅力ある県立図書館づくり検討会によって検討が行われ，同年度に『魅力ある県立図書館
づくり検討会報告書』２２３が提出された。同報告書では，これからの県立図書館が果たすべ
き役割として，「人づくりの支援」，「地域づくりの支援」，「県全体の図書館の基盤づくり」
を挙げている。そのうち「県全体の図書館の基盤づくり」の中には(1)県内図書館ネットワ
ークの推進，(2)図書館のモデル事業の実験と普及などの市町村支援機能が含まれている。
また県立図書館の役割を果たすために，県民の「役立つ図書館」として，「情報の拠点とし
ての機能の充実」，「図書館基盤の整備・充実」，「連携による図書館サービスの充実」，「利
用しやすい図書館となるための工夫」を速やかに取り組むべきであると述べている。また
新たな取組として「新潟県立図書館調査相談データベース」の一般公開，インターネット
端末の整備，各講演会・講座の開催，県庁受取サービスの開始，インターネット予約の開
始の開始などが行われている。 
2007 年度の年報では，2006 年度に引き続き，新潟県内図書館の基盤づくりに必要な「図
書館等との連携協力」の中に市町村支援が次のとおり盛り込まれている２２４。 
 (1)協力貸出，協力レファレンス，研修，訪問相談等による市町村立図書館の支援 
 (2)新潟県内図書館横断システムによる相互貸借の促進や相互協力による新潟県図書館等 
情報ネットワークの促進 
2008 年度の年報では，市町村支援は「継続して取り組む事業」に盛り込まれている。一
方で，新たな取組として児童書収集の再開，課題解決に役立つ資料の収集，開館日の増加
など館内直接サービスの拡大が行われている２２５。 
2011 年度の年報では，運営の基本方針に「館内利用サービスの充実」，「電子図書館サー
ビスの充実」と並んで「県内の他の図書館等との連携協力の推進」が盛り込まれており，
次のとおり述べられている２２６。 
「本県公共図書館の中核としての県立図書館に対して，「図書館の中の図書館」とし
ての役割への期待も大きいことから，引き続き新潟県図書館協会や読書推進運動協議
会など関連団体と連携しながら，県内の市町村立図書館等に対する業務協力を行うと
ともに，県民に対する幅広い読書推進活動を進める。」 
2012 年度の年報では，重点事業の 1 つである「県内図書館等との連携協力の推進」の項
で次のとおり内容が述べられている２２７。 
新潟市を始め市立図書館の機能が飛躍的に高まっているが，他方では，県内の公共
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図書館の中核としての県立図書館に対して，市町村支援の役割への期待もあることか
ら，引き続き，県内の市町村立図書館や学校図書館等に対する協力業務を推進してい
く。 
 
4.7.2 間接サービス 
 本項では 2006 年度から 2012 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち間接サ
ービスについて具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
 
(1)協力貸出(質的補完) 
 2006-2012 年の期間の県内図書館・公民館図書室から受け付けた協力レファレンスの件
数を以下の図 16 に示す。 
 
 
図 16  2006-2012 年の協力貸出冊数の変遷 
 
2009 年度から新潟地域図書館ネットワーク「めぐるくん」が発足した。同ネットワーク
は新潟市内にある新潟県立図書館，新潟市立図書館，新潟大学附属図書館の間で定期的に
連絡便を走らせ，3 館間の相互貸借資料やイベントの告知などの連絡資料を運搬する。連絡
便の料金負担は 3 館が行い，3 館の利用者は，他の 2 館の資料を無料で取り寄せできるよう
になった２２８。 
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(2)大量一括貸出(量的補完) 
2012 年度からは「新潟県内小規模図書館等支援事業」の一環として，「新潟県内小規模図
書館等セット図書長期一括貸出」サービスが開始された２２９。同サービスは，読書環境の整
備と読書活動を支援することを目的としており，県内の小規模自治体の図書館及び公民館
図書室に対して一括貸出を行っている。貸出を行う資料は児童書 7 セット(1 セット 100 冊)
で，貸出期間は半年である。市町村で借り受けた図書は，当該自治体の学校，施設等へ貸
出することも可能であり，間接的に学校図書館支援にもつながると述べられている。同年
度の実績は市町村立図書館と公民館図書室にそれぞれ6館6セットと7館7セットである。 
 
(3)協力レファレンス 
 2006-2012 年の期間の県内図書館・公民館図書室から受け付けた協力レファレンスの件
数を以下の表 13 に示す。件数は減少傾向であるが，その原因として(1)ホームページ上で公
開されている「新潟県郷土人物索引」「雑誌記事索引」によってレファレンスが解決してし
まうことと，(2)市町村合併によって生まれた大型市内図書館網の中でレファレンスが解決
してしまうことなどが考えられる。 
 
表 13 県立図書館論の見直し期(2006-2012)の協力レファレンス件数 
年度 市町村立図書館から受け付けた
レファレンス件数 
公民館図書室から受け付けた
レファレンス件数 
2006 461 件 23 件 
2007 350 件 9 件 
2008 281 件 13 件 
2009 250 件 2 件 
2010 172 件 5 件 
2011 122 件 2 件 
2012 127 件 4 件 
 
(4)デポジット(保存機能) 
間接サービスのうち，デポジット(保存機能)に関する記述は同期間内の年報等では見られ
なかった。 
 
4.7.3 発展への支援 
本項では 2006 年度から 2012 年度までの新潟県立図書館の市町村支援機能のうち図書館
の発展への支援について具体的な図書館サービスの変遷を整理する。 
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(1)市町村立図書館等への助言・情報提供 
 2006-2012 年度の期間の県内公共図書館・公民館図書室への訪問相談の件数を以下の表
14 に示す。前の時代区分と比べると公民館図書室への訪問相談の件数が減少しているが，
その原因は市町村合併により公民館図書室の数が減っているためと考える。 
 
表 14 県立図書館論の見直し期(2006-2012)の訪問相談の件数 
年代 公共図書館への訪問相談 公民館図書室への訪問相談 
2006 12 件 3 件 
2007 6 件 2 件 
2008 18 件 2 件 
2009 10 件 0 件 
2010 8 件 2 件 
2011 6 件 2 件 
2012 12 件 0 件 
 
2012 年度から新たな取組として「講演会講師派遣モデル事業」が開始された２３０。同事
業は，県立図書館から遠い地域における図書館施設の生涯学習拠点としての機能の充実を
図ることを目的としており，希望調査を年 1 回行い，希望する市町村立図書館や図書館未
設置町村の公民館図書室に講演会講師を派遣し，郷土文化に関する講演会等の開催を支援
するものである。派遣される講師は，過去に県立図書館が主催する講演会で講師を務め，
事業の趣旨に賛同した講師候補者から選ばれる。そして同年度は 6 市町の図書館・公民館
へ元新潟県立図書館長や元新潟県立文書館長，新潟県立図書館協議会議員の郷土史家等が
講師が派遣された。また同年度，県立図書館から 15 年ぶりに改訂された『新潟県立図書館
協力ハンドブック 2012』２３１と，県内図書館等の新聞の所蔵状況を整理した『新潟県内新
聞総合目録』２３２が発行され，県内公共図書館・公民館図書室に配布された。なお，両方と
も県立図書館ホームページで内容が公開されている。 
 
(2)図書館サービスの調査・研究・モデル的機能 
 2006 年度に提出された『魅力ある県立図書館づくり検討会報告書』内の県立図書館の役
割の一つである「県全体の図書館の基盤づくり」の項に「図書館のモデル事業の実験と普
及」が挙げられている。また実際の取組みについては，「図書館基盤の整備・充実」の中で
次のとおり述べられている２３３。 
 新しいサービスの開発 
   ビジネス支援のためのセミナーの実施やテーマ別排架の工夫，総合学習に関連した
学校図書館との連携等，モデル事業の研究・開発や事例の集積等に積極的に取り組み，
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市町村立図書館等の新たなサービスの導入を支援することにより，県内図書館全体の
サービスを効率的に向上させていく必要がある。 
 
(3)職員研修機能 
2006-2012 年の期間に行われた県内図書館職員向けの研修会についてまとめたのが以下
の表 15 である。 
 
表 15 県立図書館論の見直し期(2006-2012)の研修会 
研修会名 内容例 開催年度 
公立図書館・公民館図書室職
員研究集会(年 2 回) 
「作りませんか，学校向け図書館案内」 2006-2008 
公立図書館・公民館図書室実
務研修会 
不明 2006-2008 
県内公立図書館・公民館図書
室職員研修会並びに運営研
究会 
不明 2006-2008 
県内公立図書館・公民館図書
室中堅職員研修会 
「利用者満足のための接遇」 2007- 
県内公立図書館・公民館図書
室新任職員研修会 
児童サービス・レファレンス演習ほか 2008- 
県内公立図書館・公民館図書
室児童部門研究集会 
「子どもが公共図書館を好きになる取り組み 2009- 
県内公立図書館・公民館図書
室職員専門研修 
「レファレンスサービスの理論と実践」 2009- 
新潟県公共図書館総合部門
研究集会 
「電子書籍と図書館」 2010- 
 
2010 年度から新たな事業として訪問研修が始まっている２３４。同サービスは，公共図書
館・公民館図書室から依頼を受け，県立図書館職員が赴いて研修を行うもので，内容は調
査相談業務，資料の修理・製本，古書・掛け軸の取り扱いなどが実際に行われている。
2010-2012 の公共図書館・公民館図書室に対する訪問相談の件数は以下の表のとおりであ
る。 
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表 16 県立図書館論の見直し期(2006-2012)の訪問研修の件数 
年度 公共図書館への訪問研修 公民館図書室への訪問研修 
2010 2 件 2 件 
2011 8 件 1 件 
2012 13 件 1 件 
 
(4)ネットワーク構築 
 『魅力ある県立図書館づくり検討会報告書』では県立図書館の役割の 1 つである「県全
体の図書館の基盤づくり」の中で「図書館間の連携協力の核としての機能を強化し，県全
体の図書館のよりきめ細かなネットワークを推進する」としている２３５。 
 
(5)図書館未設置自治体を対象とした図書館設置への働きかけ 
図書館発展への支援のうち，図書館設置への働きかけに関する記述は同期間内の年報等
では見られなかった。 
 
以上より，この時代における新潟県立図書館の市町村支援については以下の特徴が挙げ
られる。 
この時代の新潟県立図書館の方針では，2006 年度に「魅力ある県立図書館づくり検討会
報告書」が提出されてから，市町村支援機能は「継続して取り組む事業」としてその後も
据え置き状態になっている。代わりに館内・ホームページ上での直接サービスに力を入れ，
実際に次々に事業を進めている。 
間接サービスについては，図書館への協力貸出の冊数は少しずつ増加しているが，一方
で協力レファレンスの件数は少しずつ減少している。また協力貸出については「めぐるく
ん」による新潟市内図書館ネットワークが構築され，ネットワーク内での相互貸借が行わ
れている。同時代の終盤では，以前と比べると小規模ではあるが，「新潟県内小規模図書館
等セット図書長期一括貸出」によって大量一括貸出サービスが再び開始されている。 
図書館の発展への支援については，これまでに引き続き職員研修を行っていく以外は，
あまり見られなくなっている。しかし 2012 年度からは「講演会講師派遣モデル事業」とい
うこれまでに無い新たな発展への支援が見られている。 
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4.8 まとめ 
本章で，新潟県立図書館による市町村支援機能の変遷について，(1)全体的な市町村支援
の変遷と(2)各市町村支援機能の変遷の 2 つの側面から整理する。 
 
4.8.1 全体的な市町村支援の変遷 
1945-1961 年度の新潟県立図書館は，その方針の中に市町村支援に関する文言は含まれ
ていなかったが，資料提供による市町村への援助や研修などを行なったり，図書館未設置
自治体に対して図書館設置の必要性を訴えたりしている。これは戦前の中央図書館時代，
またはそれ以前の積極的な市町村支援活動が引き継がれたものであると考える。新潟県立
図書館におけるこの時代の特徴と薬袋の 1945-1962 年の時代区分の特徴を比べると，市町
村立図書館のモデル的機能の側面は見られないものの，「県立図書館論の創世記」という側
面は見られる。 
 1963-1969 年度の新潟県立図書館は，その方針の中に市町村支援に関連する文言が含ま
れるようになってきている。しかし県内の読書推進のための手段の一つとして市町村支援
が考えられており，「市町村支援が第一義的機能」とは考えられていない。そのため支援の
内容も，広域な県内で図書館サービスを行きわたらせるための市町村立図書館の設置の促
進が中心となる。そして県内の図書館設置率の低さを問題視し，県立図書館は図書館設置
に関する様々な調査などを行ったり，新潟県図書館協会を通じて図書館設置の要望書を送
ったりしているが，その効果はあまり見られない。また協力貸出や協力レファレンスなど
も年報等に見られるようになったが，この時代はまだ市町村支援機能とは見られていない。
新潟県立図書館におけるこの時代の特徴と薬袋の 1963-1969 年の時代区分の特徴を比べる
と，新潟県では図書館未設置自治体への図書館設置へ働きかけ以外の市町村支援機能に関
する議論が積極的に行われておらず，活動も積極的でないと考える。また薬袋の時代区分
の中で問題視されていたブックモビルによる直接サービスも積極的に議論されず，そのま
ま存続し続けている。その理由として，(1)元々の図書館設置率が低かったこと，(2)図書館
設置の働きかけにも関わらず数年に渡り図書館数が増加しなかったことの 2 つが考えられ
る。 
 1970-1976 年度の新潟県立図書館は，1963-1969 年度に引き続き市町村立図書館の設置
が市町村支援の中心となっている。しかし一方で，新潟県図書館協会を中心として，県内
公共図書館ネットワークに関する調査や規定づくりが進められ，その中で県立図書館のデ
ポジット機能も生まれてきた。また同時代区分の後半からは自動車文庫の利用団体の増加
等による県立図書館側の人的・物的資源の不足から，直接サービスから大量一括貸出によ
る間接サービスへと移行していっている。新潟県立図書館におけるこの時代の特徴と薬袋
研究の 1970-1976 年の時代区分の特徴を比べると，「図書館の図書館」としての活動はまだ
始まっておらず，協力貸出や協力レファレンスも未だに市町村支援機能と見られていない。
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そのため薬袋研究におけるその前の時代区分の 1963-1969 年度の方に近いと考える。 
 1977-1989 年度の新潟県立図書館は，基本方針に「図書館の図書館」としての役割が挙
げられ，協力貸出や協力貸出，諸目録の作成，研修の開催などが市町村支援機能として挙
げられるようになった。また大量一括貸出が盛んに行われ，利用する公共図書館・公民館
も増加していった。しかし新館を建設するにあたって発行された『新潟県立図書館整備基
本計画』で「長期一括貸出」制度の廃止が決定した。一方で『新潟県立図書館整備基本計
画』では新潟県図書館等情報ネットワークの推進も打ち出され，その中心としての県立図
書館の役割も定められた。 
1990-2005 年度の新潟県立図書館は，新潟県図書館等ネットワークの推進に伴って，市
町村立図書館との機能分担と図書館資源の共有化が求められた。そして新潟県図書館協会
を通じてネットワーク内の規定等の整備が進められ，協力貸出数が急激に増加していった。
一方で図書館未設置自治体への図書館設置の働きかけは年報内で重点事業に挙げられてい
るが，そのための具体的な活動については特別見られない。2 章で新たに設定した
1990-2005 年の時代区分と比較して新潟県立図書館は新館建設を行った点では合っている
ものに，それに伴う市町村支援機能の見直しの中で図書館設置率が低いという新潟県の図
書館事情に則した形になったとは考えにくい。 
 2006-2012 年度の新潟県立図書館は，2006 年に発行された『魅力ある県立図書館づくり
検討会報告書』により，主に館内直接サービスが重要視され，各取組が行われた。一方で，
市町村支援については 2011 年度までは特に新しい動きは見られず，相対的に縮小されたと
言える。しかし 2012 年度から「講演会講師派遣モデル事業」「新潟県内小規模図書館等セ
ット図書長期一括貸出」という新しい取組みが開始されている。2 章で新たに設定した
2006-2012 年の時代区分と比較すると，新潟県立図書館はその役割の見直しが行われ，結
果的に直接サービスが重視されるようになった点でほぼ当てはまっている。しかし 2012 年
度から新たな取組が始まっており，2012 年度からまた新たな時代に突入したと言える。 
 
4.8.2 各市町村支援機能の変遷 
(1)間接サービス 
 協力貸出機能は，統計上の指標として 1960 年代晩期から年報に掲載されるようになった
が，当時は市町村支援機能としては見られていなかった。1980 年代初期から市町村支援機
能として見られるようになったが，しばらく実績は伸びず，1990 年代以降に図書館等情報
ネットワークの整備を行っていく過程で実績が上がってきている。 
 大量一括貸出機能は，1970 年代中盤から自動車文庫による直接サービスから間接サービ
スに移行する形で「長期一括貸出」サービスが開始され，着実に利用館を増やしていった
が，新館建設に伴って廃止された。しかし 2012 年度から貸出冊数は少量ではあるが，再び
開始されている。 
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 協力レファレンス機能は，協力貸出機能と同様に 1960 年代晩期から年報に掲載されるよ
うになったが，当時は市町村支援機能としては見られていなかった。1980 年代初期から市
町村支援機能として見られるようになったが，しばらく実績は伸びず，協力レファレンス
推進のための取組も見られない。 
 デポジット機能は 1975年から県立図書館の市町村支援機能の 1つとして挙げられており，
1980 年代までは「雑誌の収集保存分担に関する覚書案」で県立図書館と市町村立図書館で
資料の種類によって収集・保存を分担している。しかし 1997 年度に「雑誌の収集保存分担
に関する覚書」が廃止され，それ以降も市町村支援機能としては挙げられていない。 
 
(2)発展への支援 
市町村立図書館への助言・情報提供機能は，主に県立図書館の訪問による相談と県立図
書館・県内図書館に関連する資料の発行・配布の 2 種類が見られる。前者はみずほ号によ
る「長期一括貸出」が行われていた時はそれに伴って，「長期一括貸出」制度の廃止後は希
望を募って行っている。また後者については 1950 年の『新潟県立新潟図書館報』第 1 号の
発行から長年行われており，様々な資料が発行されている。資料の種類は主に情報誌と目
録類に分けることができ，主に市町村立図書館・公民館図書室のレファレンスの援助と県
内ネットワークの推進のために用いられた。 
図書館サービスの調査・研究・モデル的機能については，1971 年度までは見られたが，
それ以降は特別見られず，2006 年度の『魅力ある県立図書館づくり検討会報告書』によっ
てまた見られるようになった。また前述の情報誌ではレファレンスに役立つ資料の紹介な
どが掲載されており，資料に関する調査は長く行われてきたと考える。 
職員研修機能は 1950 年代から今日まで継続して見られるもので，主催者は主に県立図書
館と新潟県図書館協会である。また内容は図書館サービスの実務的な研修と図書館サービ
スのあり方に関する会議に分けることができ，後者の中で作成された県内図書館ネットワ
ークに関する規定案等が新潟県図書館協会で採択されることもあった。 
ネットワーク構築機能は，1952 年度に新潟県図書館協会が発足し，協会報等で情報の共
有が行われた。そして 1987 年度『新潟県立図書館整備基本計画』の発行以降，新潟県図書
館等情報ネットワークの推進が行われ，相互貸借等の規定が制定された。その中で県立図
書館はネットワークの中心として，ネットワーク内の連絡調整や県内総合目録の作成など
を行っている。 
図書館未設置自治体を対象とした図書館設置への働きかけ機能は，1950 年代から 2000
年代中盤まで継続して行われてきた。その原因として新潟県の図書館設置率が全国的に見
て低い水準のまま推移してきたことが挙げられ，協会報や調査等で新潟県の図書館事情の
課題とされてきた。それに対して県立図書館は，主に設置に関する調査や直接サービスに
よる図書館未設置市町村の住民の読書に対する意識の醸成を行ってきた。 
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5 結論 
本研究では，県立図書館の役割の捉え方とサービスを歴史的に調査し，その変革に影響
を与えた要因と時代の変化に左右されない役割やサービスを明らかにし，今後の市町村立
図書館への支援の方向性を考察することを目的とした。本章では本研究の目的に則して，(1)
県立図書館の市町村支援の変革に影響を与えた要因と(2)時代の変化に左右されない役割や
サービスを明らかにし，(3)今後の市町村立図書館への支援の方向性を考察する。 
 
5.1 県立図書館の市町村支援の変革に影響を与えた要因 
 これまでの調査より，新潟県立図書館における市町村支援機能の大きな変革期として，
1970 年代中盤と 1980 年代終盤，2000 年代中盤の 3 点が挙げられることがわかった。それ
らの変革期の特徴と変革に影響を与えた要因は次のとおりである。 
 
(1)1970 年代中盤 
それまで全県読書普及運動の中で図書館設置促進を目的として行っていた自動車文庫が，
人的・物的資源不足となり，奉仕課内の館外奉仕係が独立する形で普及課が設けられたが，
それでも県立図書館では維持が難しくなった。そのため公民館図書室を中心とした図書館
網の構築という観点から，直接サービスから間接サービスへの移行が図られ，大量一括貸
出サービスが開始された。この時期の変革の要因として，次の 4 点が挙げられる。 
・自動車文庫の利用団体の拡大に対して県立図書館側が人的・物的資源不足に陥ったこ
と 
・図書館設置促進のために行っていた自動車文庫の利用は増えたが，図書館設置への効
果は薄かったこと 
・新潟県内における自治体の公民館図書室設置率が 1960 年代から急激に上昇しており，
1980 年代頃にはほぼ 100%に達していたこと 
・利用団体への配本ではなく，図書館サービスが求められるようになったこと 
以上より，この時期の市町村支援はこれらの要因の影響を受けて直接サービスから間接
サービスへの変革が行われた。 
 
(2)1980 年代終盤 
新県立図書館の建設に伴い，県立図書館と県内図書館事情の問題点の解決のために，県
立図書館と市町村立図書館との役割分担と新潟県図書館等情報ネットワークの構築推進が
進められた。それに伴い，大量一括貸出サービスから協力貸出へと移行し，規定等の整備
により新潟県図書館等情報ネットワークの構築が進むに従って協力貸出冊数が急激に上昇
している。この時期の変革の要因として，次の 4 点が挙げられる。 
・県立図書館と市町村立図書館等との協力関係が一方的であり，大量一括貸出サービス
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の存在がそれを顕著に現していたこと 
・オンライン技術の進歩により，図書館ネットワークの運用が容易となったこと 
 ・設置率が 80％に増加し，資料費も増加し続けていた市立図書館と県立図書館で機能の
重複・競合が生まれ，機能分担のために専門書を増やす必要があったこと 
・情報化に伴い，全県民への均質・高度な情報サービスの提供が求められたこと 
以上より，この時期の市町村支援はこれらの要因の影響を受けて大量一括貸出から協力
貸出への移行と市町村立図書館との機能分担が行われた。 
 
(3)2000 年代中盤 
個人貸出冊数等の低迷が問題となり，『魅力ある県立図書館づくり検討会報告書』が提出
された。同報告書により，主に館内直接サービスの充実が進められ，市町村支援機能は概
ね据え置きで，図書館設置への働きかけはモデル機能以外の新たな機能は見られない。そ
のため相対的には市町村支援機能は衰退したと言える。この時期の変革の要因として，次
の 4 点が挙げられる。 
・市町村合併によって広域自治体が誕生し，市立図書館の規模が大規模化する中で，県
立図書館による協力貸出等による市町村支援の重要性が薄れたこと 
 ・市町村合併によって図書館未設置自治体が激減し，図書館設置の働きかけの重要性が
薄れたこと 
・新潟県図書館等情報ネットワークの整備による協力貸出の冊数の増加が，2000 年以降
頭打ちとなっていたこと 
・市町村立図書館との機能分担のため高度な情報サービスに特化し，また県立図書館が
郊外にあることでアクセスが悪かったことで個人貸出冊数等が低迷したこと 
以上より，これらの要因の影響を受けて新潟県立図書館の市町村支援は相対的に縮小し、
代わりに館内直接サービスに力を入れるようになった。 
 
これらのことから，新潟県立図書館における市町村支援の変革の要因として，主に県内
市町村立図書館・公民館図書室の発展と、住民の図書館サービスへのニーズの高度化等が
あったと言える。そしてそれらの要因によって新潟県立図書館は市町村支援機能について，
特に間接サービス等の物的支援面を変革させてきた。 
 
5.2 時代の変化に左右されない方針・役割やサービス 
これまでの調査より，時代の変化に左右されない方針・役割やサービスについては次の
とおり整理することができる。 
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(1)方針・役割 
 県立図書館は1963年度の年報から一貫して県内図書館ネットワークの整備の推進の方針
の基で，県内図書館ネットワークの中心としての役割を果たしてきた。また県内図書館ネ
ットワークの整備は主に新潟県図書館協会の中で進められてきたが，県立図書館は 1952 年
度の県図書館協会の設立当時から，事務局として各調整・連絡等を行っており，協議会報
の発行や協議会報内での研究論文等の情報提供等も行ってきた。また県立図書館長も，県
図書館協会長として図書館設置の要望書の送付や県図書館協会の拡大等を行っている。そ
のため，時代の変化に左右されない県立図書館の方針と役割として，それぞれ県内図書館
ネットワークの推進と，県内図書館ネットワークの中心・事務局的役割が挙げられる。 
 
(2)間接サービス 
 間接サービスについては，(1)協力貸出，(2)大量一括貸出，(3)協力レファレンス，(4)デポ
ジット機能を挙げたが，これまでの県立図書館の歴史の中で一貫して市町村支援として行
われてきたものは見られなかった。これらのサービスは 1970 年代後半から 1980 年代前半
に市町村支援機能として開始され，その後，(2)，(4)については廃止されている。また(1)，
(3)については，当初は市町村支援とは見なされていなかった。間接サービスが県立図書館
の歴史の中で一貫して市町村支援として行われず，変化し続けてきた理由として，次の 4
点が考えられる。 
・1970 年代中盤まで間接サービスの媒介となる市町村立図書館・公民館図書室の数が揃
わなかったこと 
・大量一括貸出のような物的支援は利用が増えることで予算上の負担が大きくなるため，
長期的に維持することが難しいこと 
・協力貸出や協力レファレンスは，基本的に市町村立図書館等の窓口で利用者からの依
頼があって初めて発生するため，県立図書館単体でその促進を図ることが難しいこと 
・県立図書館と市町村立図書館との機能分担を進めるためには，大量一括貸出と県立図
書館単体でのデポジット機能(一般書も県立図書館で収集・保存する)の継続が難しいこ
と 
つまり基本的に間接サービスはその特性として，県立図書館がサービス対象である利用
者(住民)に市町村立図書館等を媒介にしてサービスする必要があるため，県立図書館－市町
村立図書館等－利用者と 3 段階の状況に左右され，さらに県立図書館による利用数の調整
が難しいと考える。 
 
(3)県内図書館発展への支援 
 県内図書館発展への支援については，(1)市町村立図書館への助言・情報提供，(2)図書館
サービスの調査・研究・モデル的機能，(3)職員研修機能，(4)ネットワーク構築，(5)図書館
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未設置自治体を対象とした図書館設置への働きかけを挙げたが，これまでの県立図書館の
歴史の中で一貫して市町村支援として行われてきたのは(1)，(3)，(4)の機能であると考える。
県立図書館の歴史の中で一貫して(1)(3)(4)の機能が行われてきた理由としては，次の 3 点が
挙げられる。 
 ・県立図書館が歴史の中で一貫して果たしてきた県内図書館ネットワークの中心・事務
局としての役割の中に，(1)(3)(4)の機能が位置付けられたこと 
 ・(1)(3)(4)の機能のサービス対象が市町村立図書館・公民館図書室であり，直接繋がって
いるため，現状を把握しやすいこと 
 ・市町村合併によって市町村立図書館が館数・資料費などの点で発展した反面，臨時・
非常勤職員の割合が増えて人的資源に乏しくなり，一方で県立図書館が人的資源面で
優位性を保ち続けたこと 
つまり県内公共図書館発展への支援は県立図書館の一貫した役割を果たすために必要な
機能として行われてきており，また県立図書館が市町村立図書館に対しての人的資源の優
位性を保ち続けてきたことにより，一貫してその機能を果たせてきたと言える。 
 
5.3 これからの新潟県立図書館の市町村支援の方向性 
本項では，これまで明らかにした新潟県立図書館の市町村支援の変革に影響を与えた要
因と，時代に左右されない市町村支援の方針・役割，機能という側面から，3 章で挙げた新
潟県内の公共図書館の抱える課題を改善するための今後の新潟県立図書館の市町村支援の
方向性を考察する。 
 これまで新潟県立図書館は県内の市町村立図書館・公民館図書室の発展等の要因によっ
て市町村支援の内容を変革させてきた。特に間接サービス等の物的支援では，全県に渡る
直接サービスから「長期一括貸出」サービス，協力貸出へと，県内の市町村立図書館・公
民館図書室の数が増え，規模が大きくなるにしたがって市町村側に発展を委ねるようにな
ってきた。しかし逆に言えばそのような変革の中で，発展が十分に進まなかった図書館未
設置自治体や小規模図書館を持つ自治体は切り捨てられていった。それが現在の新潟県の
抱える町村立図書館の図書館設置率の低さや県内公共図書館間の格差につながったと言え
る。そのため今後新潟県立図書館は図書館が未設置，また図書館が小規模な，発展が進ん
でいない自治体に視点を合わせて市町村支援を変革させ，新潟県内の公共図書館全体の底
上げを図っていく必要がある。具体的には図書館未設置自治体の公民館図書室や小規模図
書室に対して，住民への貸出サービスを向上させることで，図書館の設置や発展を促進す
るために行ってきた「長期一括貸出」サービスの再開等が挙げられる。しかし小規模図書
館・公民館図書室は人員的にも施設的にも以前のような数千冊単位の資料を管理するのは
難しく，より少量で管理がしやすいようにする必要があると考える。またこれまで新潟県
立図書館は住民の図書館サービスへのニーズに合わせて市町村支援を変革させてきた。近
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年，公共図書館は学校支援やビジネス支援等，幅広い図書館サービスを求められている。
しかし特に人的資源の少ない町村立図書館ではそういったサービスを行うことは難しい。
そのため新潟県立図書館はその支援のために，例えば学校支援用に児童向け参考書を揃え
たセットやビジネス支援用にビジネス書を揃えたセット等の特色ある大量一括貸出サービ
スを行うことも考えられる。現在，2012 年度から開始された「新潟県内小規模図書館等セ
ット図書長期一括貸出」を行っているが，今後その貸出数や内容をより拡大させていく必
要があると考える。また資料収集方針についても，1980 年代終盤の市町村支援の変革では
専門書の収集に力を入れるようになり，2000 年代中盤の市町村支援の変革では再び一般書
の収集にも力を入れるようになった。小規模図書館・公民館図書室への支援を行うために
は専門書だけではなく一般書も必要となるため，今後も資料収集における県立図書館と市
町村立図書館の完全な機能分担はせず，一般資料の収集にも一定の予算をつぎ込むべきで
あると考える。 
しかし図書館未設置自治体や小規模図書館に合わせて市町村支援を行うようになれば，
今度は大規模図書館からの支持が得にくくなる。従ってその補填として情報提供や職員研
修機能等の図書館発展への支援機能をより充実させていくべきであると考える。新潟県立
図書館の市町村支援のうち，間接サービスは新潟県内公共図書館等の発展に伴って大きく
変化してきたが，情報提供機能や職員研修機能等の図書館発展への支援は一貫して新潟県
立図書館の市町村支援施策として行われてきた。その原因の１つとして新潟県内の公共図
書館が，資料面と比較すると，専門職員（司書・司書補）数等の人的資源面においては特
に近年は非常勤職員率が増加するなど発展が進んでいないことが挙げられる。そのため大
規模図書館等においても，県立図書館の情報提供機能や職員研修機能による人的支援を必
要としていると考えられる。近年，公共図書館はレファレンスサービスなど高度な図書館
サービスや先進的な図書館サービスの充実が求められている。そのための索引等のレファ
レンスツールの作成や新たに始める図書館サービスの制度づくりには多くの人的資源が必
要となる。しかし市町村立図書館の人的資源では，そういった高度・先進的な図書館サー
ビスを充実・導入させていくのは難しい状況である。一方，現在県立図書館が県内の公共
図書館に対して最も優位性を保っているのは，そういった人的資源である。そのため新潟
県立図書館はその人的資源を駆使し，市町村立図書館が高度・先進的な図書館サービスを
充実・導入するために，これまで県立図書館が継続して行ってきた図書館員への情報提供
等の図書館発展への支援を，より充実させていくべきであると考える。例えば現在県立図
書館が順次更新している「郷土人物索引データベース」や「雑誌記事索引データベース」
のようなレファレンスサービスに役立つデータベースを作成・提供することで，専門的知
識が無くとも高度な郷土関係レファレンスに対応することができ，またレファレンス 1 件
辺りにかかる時間が少なくなるため少ない人員でも多く回答することが可能となる。また
県立図書館が先に先進的なサービスを導入すれば市町村立図書館はその制度等を参考にす
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ることができ，負担が軽減される。他にも県組織としての幅広い人脈を使って，市町村立
図書館で開催される講演会への講師派遣や，市町村立図書館の外部組織との連携の仲立ち
等も行うこともできる。 
 以上より，新潟県立図書館は町村立図書館の設置率の低さと県内公共図書館の格差の課
題を改善するために，その原因となった県内公共図書館等の発展に即して提供してきた市
町村支援機能を，小規模図書館等の発展に合わせて主に大量一括貸出等の間接サービスを
充実させることで，小規模図書館等の住民への貸出サービスの向上に資することが必要で
あると考える。一方で大規模図書館に対しては，新潟県立図書館の人的資源を生かし，こ
れまで一貫して行ってきた図書館員への情報提供等の図書館発展への支援をより充実させ
ることで，大規模図書館の高度な図書館サービスの運用に資することが必要であると考え
る。 
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6 本研究の意義・今後の課題 
6.1 本研究の意義 
本研究の意義として，次の 3 点を挙げることができる。 
まず，第 1 の意義は，1 つの事例として新潟県立図書館関係資料を調査することで，新潟
県立図書館の過去から現在まで続く市町村支援機能について，方針とサービスの変遷を整
理したことである。これによって今後市町村支援機能の変遷について他の県立図書館の事
例を調査する際，新潟県立図書館の事例と比較することが可能となった。 
第 2 の意義は市町村支援機能の変遷を整理したことで，市町村支援機能の変化に影響を
与えた要因と時代に左右されない役割とサービスを明らかにしたことである。今後県立図
書館の市町村支援を変革させていく上でこれらの点が参考になると考える。 
第 3 の意義は県立図書館の市町村支援機能の変遷というこれまでの県立図書館論には見
られない視点から，これからの新潟県立図書館の市町村支援機能の方向性を考察したこと
である。 
 
6.2 今後の課題 
 今後のとしては，次の 2 点を挙げることができる。 
まず第 1 の課題は，他の県立図書館の事例と新潟県立図書館の事例を比較することであ
る。本研究では新潟県立図書館における市町村支援機能の変遷の事例を調査したが，比較
的条件の近い他の県立図書館の事例を調査し，新潟県立図書館の事例と比較することで各
サービスのあり方を考察できると考える。例えば早い段階で図書館設置率を高めた富山県
の市町村支援機能の変遷と比較することで，図書館設置率を高める方法を明らかにできる
のではないかと考える。 
第 2 の課題は，県立図書館の市町村支援機能について市町村側からの視点で考察するこ
とである。本研究では県立図書館の市町村支援機能を基本方針等の県立図書館側の視点か
ら整理したが，市町村立図書館や公民館図書室が県立図書館の市町村支援機能についてど
のように認識していたか，またどのように利用していたかを明らかにすることで，これま
で新潟県立図書館の行ってきた市町村支援機能の効果について考察できると考える。 
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7 まとめ 
本研究では，県立図書館の役割の捉え方とサービスを歴史的に調査し，その変革に影響
を与えた要因と時代の変化に左右されない役割やサービスを明らかにし，今後の市町村立
図書館への支援の方向性を考察するために，次のとおり文献調査を進めていった。 
まず 2 章で，県立図書館の役割に関する政府及び日本図書館協会の指針の変遷を整理し，
その意義と市町村支援機能の変遷を考察した上で，新研究(2006)で示された市町村支援機能
の枠組みを基に,県立図書館における事例分析のための市町村支援機能のサービスの枠組み
を次のとおり設定した。 
間接サービス 
  ・協力貸出(質的補完) 
  ・大量一括貸出(量的補完) 
  ・協力レファレンス 
  ・デポジット(保存機能) 
 発展への支援 
・市町村立図書館への助言・情報提供 
   ・図書館サービスの調査・研究・モデル的機能 
    ・職員研修機能 
・ネットワーク構築 
・郷土資料及び行政資料の電子化 
   ・図書館未設置自治体を対象とした直接サービス 
続いて市町村支援機能の変遷と各時代の特徴について 1990 年代以前は薬袋研究
(1983-1985)を中心に他の論文等により検討を加え，また 1990 年代以降は図書館関係雑誌
の県立図書館特集を基に整理し, 時代区分の枠組みを次のとおり設定した。 
① 「＜協力・援助型＞県立図書館論の創世期」(1945-1962) 
② 「＜協力・援助型＞県立図書館論の模索期」(1963-1969) 
③ 「＜協力・援助型＞県立図書館論の萌芽期」(1970-1976) 
④ 「＜協力・援助型＞県立図書館論の形成期」(1977-1989) 
⑤ 「＜協力・援助型＞県立図書館論の定着期」(1990-2005) 
⑥ 「＜協力・援助型＞県立図書館論の見直し期」(2006-) 
 3 章では，新潟県における公共図書館の発展について，まず現状の問題として町村図書館
の設置率，県内の公共図書館間の格差を挙げた。続いて図書館数，資料費，職員数等の指
標を基に県内公共図書館と県立図書館の発展の変遷を整理し，それぞれの特徴を挙げた。 
4 章では，新潟県立図書館が過去に行ってきた活動のうち，本研究で設定した市町村支援
機能のサービスについて，各時代区分に整理した。その結果，各時代区分の特徴と，各市
町村機能のサービスの特徴を明らかにした。 
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5 章では，県立図書館の市町村支援の変革に影響を与えた要因として県内公共図書館・公
民館図書室の発展や利用者の情報ニーズの高度化等を，時代の変化に左右されない方針・
役割やサービスとして県内公共図書館ネットワークの中心・事務局としての役割とその役
割の中で行われた情報提供や職員研修機能を明らかにした。そしてこれらの側面から 3 章
で挙げた新潟県内の公共図書館の抱える課題を改善するための今後の新潟県立図書館の市
町村支援の方向性を考察した。その結果，課題の原因となった県内の公共図書館等の発展
に伴って変革させてきた市町村支援機能を，発展が進んでいない小規模図書館等に合わせ
て変革し，間接サービスを充実させる必要性を指摘した。一方で大規模図書館に対しては
新潟県立図書館の人的資源を生かし，これまで一貫して行ってきた図書館発展への支援を
より充実させる必要性を指摘した。 
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